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特集／石綿健康被害救済法の見直し

検討の開始と論点の整理

2009年10月28日に中央環境審議会に設置され
た石綿健康被害救済小委員会は、2010年4月28
日の第6回小委員会で一次答申をまとめた後、後
半戦―「今後の石綿健康被害救済制度の在り方
について」の審議に入った。第6回から委員に、費
用負担者を代表する立場で、太田稔明（兵庫県
健康福祉部医監）、椋田哲史（社団法人日本経済
団体連合会常務理事）の両氏が加わっている。

小委員会の議事次第・資料、議事録は、http://
www.env.go.jp/council/05hoken/yoshi05-08.
html	に公開されている。

検討の課題を整理するために、5月21日の第7
回小委員会では、以下の方 を々招いてヒアリング
が行われた。また、筆者が「『隙間ない救済』の
検証と石綿健康被害対策見直しの課題」につい
て提起したほか、環境省事務局からは一部検証
データが示されている（資料：http://www.env.

go.jp/council/05hoken/y058-07.html）。
・	中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会尼崎支

部：飯田浩氏、古嶋右春氏
・	全国建設労働組合総連合労働対策部長：宮

本一氏
・	尼崎市健康福祉局参与：	鈴井啓史氏

筆者が提起した、環境省関係の見直し課題の
項目は、以下のとおりである。

環境省関係

①	 指定疾病の拡大
②	 給付内容・水準の改善
③	 住民・自営業者の健康管理制度の創設
④	 遺族弔慰金等（死亡後救済）の請求期限の
撤廃ないし最延長

⑤	 残された隙間―未救済事案解消対策
⑥	 残された隙間―「紛れ込み」事案解消対策
⑦	 「標準処理期間」の設定、中皮腫の生存中
救済対策

⑧	 判定基準の見直し

審議会は運用改善等だけ
政治主導で法改正を実現
請求期限10年延長、沖縄問題では新通達

古谷杉郎
全国安全センター/石綿対策全国連絡会議事務局長
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⑨	 疫学調査の実施等
⑩	 定期的見直しとその体制

縦割り行政を排した健康被害対策の確立

①	 多機関等にまたがる情報等を一元的に管理
する。

②	 補償・救済の目標を設定して、検証を行う。
③	 対象疾病、認定・判定のあり方等、共通する
基本的考え方等について整合性を確保する。

④	 残された隙間―未補償・救済事案、「紛れ込
み」事案解消対策を総合的に推進する。

⑤	 救済法で新設する健康管理制度と労働安全
衛生法の健康管理制度との整合性を確保し、
有機的に結合できるようにする。

⑥	 省庁縦割りでない、また、メンバー選定を官僚
まかせにしない、調査研究等を実施する。

⑦	 関係審議会・検討会等を一元化・簡素化す
る。

⑧	 患者・家族をはじめとする関係者の参加を確
保する。
これらを受けて7月28日の第8回小委員会に「石

綿健康被害救済制度に関する主な論点」が出さ
れ、フリーディスカッションが行われた。整理された
論点は以下のとおりであった（2010年11月号46頁
に全文、⑤の「その他」のなかにも「その他」があ
りうることも確認されている）。

①	 制度設計【法律】、費用負担の在り方【法律・
政令】

②	 救済対象【法律・政令】、給付の在り方【法律】
③	 健康管理の在り方【法律】
④	 基金の使途の見直し【法律】
⑤	 その他【法律等】
・	 特別遺族弔慰金等の請求期限の延長につ

いては、申請数の推移等を踏まえ、延長する
かどうか検討する必要。

・	 肺がんについて、ばく露歴をどのように評価す
るか。

・	 労災制度と救済制度について、お互いの制
度間の調整をどのように行うか。

・	 今後の未然防止策をどのように考えるか。

この段階では、筆者らの提起した課題はすべて
排除されてはいない。最大の焦点が、給付内容・
水準の改善を提言できるかどうかであり、そのため
には法律の改正が必要であること。また、健康管
理制度を創設するとしたら、法律の目的を追加す
るという改正になるので、それに次ぐ重みをもってく
るであろうことは明らかであった。

ワーキンググループ会合

小委員会では、論点についての「法的な整理」
を行うためとして、法律専門家の委員―浅野直
人・小委員長（福岡大学法学部教授）、大塚直（早
稲田大学法学部教授）、新美育文（明治大学法学
部教授）と筆者の4人をメンバーにワーキンググル
ープ会合を行うことになり、8月19日、9月22日、11月
12日、2011年1月14日と4回、非公開で開催された。

筆者は、小委員会の場でも表明したとおり、「給
付の改善が被害者の最大の関心であり、補償制
度とするか、労災補償や公害健康被害補償と同
等の救済を実現できるものにしてほしいと望んでい
る。そういう方向で合意に至る可能性があるので
あれば集中的・精力的に議論したい。しかし、そう
でないのなら空中戦のような議論だけ行われて改
善なしというのが最悪なので、どのような改善なら
可能かという議論をしたい」という立場で臨んだ。
最初のワーキング会合では、「小委員会に提案す
るたたき台をまとめましょう」と呼びかけた。

しかし、環境省事務方の姿勢は、5月の泉南ア
スベスト国賠訴訟大阪地裁判決に対する政府の
対応、7月の参議院選挙結果とその後の政局の動
向に主として左右されながら、明らかに後退して
いった。ついには、通常国会に改正法案を提出
する意思を失ってしまったと感じられた。その立場
でまとめられた「ワーキンググループ報告書」には
筆者は同意しかねることから、両論併記の報告書
となってしまった。報告書の結論部分は、以下の
とおりである。
①	 現行の石綿健康被害救済制度については、
今後とも制度を取り巻く事情の変化には注視を
しつつ、基本的な考え方を維持していくこととす
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るほかないと考える。
	 	 ただし、ワーキンググループ委員の一人は、補
償制度とするか、労災補償や公害健康被害補
償と同等の救済を実現できるものにすべきとの
意見であった。

②	 現行の救済給付を上回る変更は困難であり、
社会経済状況を踏まえつつ、着実に制度全体
を運用していくこととせざるを得ないと考える。

	 	 ただし、ワーキンググループ委員の一人は、制
度の基本的な考え方を維持する場合であって
も、救済の内容及び水準を改善することは可能
であり、改善すべきであるとの意見であった。
また、ワーキング会合では、健康管理制度につ

いても積極的な議論がなされたのだったが、報告
書では、「今後の課題」とされてしまったために、
以下の意見が付記されることになった。
	 	 ただし、ワーキンググループ委員の一人は、救
済法に健康管理制度を導入すること自体に法
律論的問題があるとは考えられず、被害者団体
や関係自治体からも再三要望されていることか
らも、速やかに健康管理制度を導入すべきとの
意見であった。

「引き続き議論いただく事項」

2011年2月14日に開催された第9回小委員会で
は、ワーキング会合報告書とともに、事務局メモと
された「救済小委において引き続き御議論いただ
く事項」として、以下が掲げられた。ようするに、ワー
キング会合報告書をもって、給付の改善及び健康
管理制度の導入については見送り、それ以外で
以下のような点を議論してもらいたいということであ
るが、環境省事務方から法律改正につながる提
案は出てこないと考えざるを得ない内容であった。

1.	 運用の改善・強化
①	 労災制度との連携
	 	 現在、救済制度と労災制度間では、制度
対象者が適切に申請を行えるよう、相互の窓口

（環境再生保全機構、労働基準監督署）に、両
制度のパンフレットを置く等を実施している。ま

た、救済窓口では、申請者のうち、石綿職業従
事歴がある方については、労災の窓口案内を
実施している。

	 	 しかしながら、労災制度に関する情報不足の
ため、救済制度の方に申請する事案が発生し
ており改善すべきとの声があることから、どう対
応するか。
②	 認定に係る期間
	 	 認定に係る期間については、中皮腫等の診断
の難しさから、要する時間が長いケースがあり、
より迅速に認定を行うために、どう対応するか。
③	 特別遺族弔慰金対象者への周知
	 	 平成18年3月以前に石綿由来の指定疾病
（中皮腫、肺がん）で亡くなられた方の遺族に対
する特別遺族弔慰金等（約300	万円）について
は、その申請件数が徐々に減少しつつあり、現
在は月10件程度となっている一方、未だ申請さ
れていない方 に々対して、どう対応するか。
２.	 調査研究の推進
④	 中皮腫に関する研究調査
	 	 診断や治療が容易でない中皮腫について
は、情報を集約し、治療等に活かしていくべきと
の声があることから、今後どう対応するか。
3.	 その他
⑤	 医療機関等への知識の普及や治療等に関
する情報の提供
⑥	 肺がんの認定基準

二次答申に向けての意見

筆者は、二次答申について、以下のような意見
を提出した。
（1）	救済給付の改善

救済給付の改善は、今回の見直し検討におい
て被害者・家族らからもっとも切望されていたこと
である。「制度の基本的な考え方を維持」し、新
たな費用負担の追加を必要としない範囲で、かつ
最低限の改善として以下の二点をただちに勧告
するとともに、引き続き可能な改善を検討すること
が適当と考える。
①	 被害者本人に救済給付がなされた場合にも

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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遺族に弔慰金を支給
②	 就学援護金（仮称）の新設
（2）	健康管理制度

現行の健康リスク調査を、全国地域を問わずに
胸膜プラーク有所見者が利用できるように拡張す
ることをただちに勧告するとともに、引き続き法改正
による健康管理制度の導入を検討することが適当
と考える。
（3）	労災保険制度との連携強化

「作業従事歴のある申請者については、機構か
ら労災保険窓口へ直接連絡すること」とともに、連
絡を受けた労災保険窓口の側の対応を定めるこ
と、及び、法第79条の2（事業所の調査等）をそれ
らの根拠となるように改正することを勧告すること
が適当と考える。

また、環境省と厚生労働省及びその他の関係
行政機関が協力して、「隙間ない救済」の達成状
況を定期的に検証・公表すべきことを法律上規定
することを勧告することが適当と考える。
（4）	認定に係る対応の迅速化等

「生存中に給付できるよう、認定に係る期間の
短縮に向けた努力」を行っていることを、申請者等
に明示することが適当と考える。また、「機構が
申請段階から、申請者の同意をとり、直接、連絡や
調整を行うようにすること」、及び/または、機構に医
療機関や関係事業者等に対する調査権限を付
与することを勧告することが適当と考える。
（5）	特別遺族弔慰金の請求期限の延長

2012年3月27日までとされている法施行前死亡
救済（特別遺族弔慰金）の請求期限の延長または
撤廃、及び、それと整合性を確保するための未申
請死亡救済（特別遺族弔慰金）の請求期限の延
長または撤廃を勧告することが適当と考える。合
わせて、厚生労働省所管の労災時効救済（特別
遺族給付金）についても同様の措置をとるべきで
あることを勧告することが適当と考える。
（6）	中皮腫登録制度の創設

中皮腫登録制度の創設を勧告することが適当
と考える。
（7）	疫学調査の実施

環境省と厚生労働省が協力して、公害としての

石綿健康被害が疑われる地域において、労働者、
労働者の家族、地域住民といった集団別の疫学
調査を実施することを勧告することが適当と考え
る。
（8）	救済法の見直し

少なくとも5年以内ごとに政府が法律の見直しを
行うことをあらためて規定することを勧告すること
が適当と考える。

小委員会の二次答申

最終回となった第10回小委員会は、3月29日に
開催が予定されていたが、東日本大震災の発生に
より延期されて、6月10日に開催され、二次答申「今
後の石綿健康被害救済制度の在り方について」
がまとめられた。これは、6月2日に中央環境審議
会会長から環境大臣に答申された（http://www.
env.go.jp/press/press.php?serial=13918）。

20頁に全文を掲載してあるので参照していただ
きたいが、以下はその要約。とくに第10回小委員
会で石綿健康被害対策室長が答申案を説明した
ときに、「委員の意見を踏まえて加えた」としたポイ
ントも紹介しておこう（議事録：http://www.env.
go.jp/council/05hoken/y058-10a.html）。
「今後の石綿健康被害救済制度の基本的な考
え方」及び「救済給付の考え方」については、個
別意見の指摘も含めて、前出のワーキンググルー
プ報告書の内容をそのまま踏襲。

続いていきなり「運用の改善・強化や調査研究
等の推進等について」に移る。
健康管理－ここでも、前出のワーキンググループ

報告書の内容を踏襲して、個別意見を指摘しつつ
も、「より効果的・効率的な健康管理の在り方を引
き続いて検討・実施するべきである」という結論。

ただし、「かねがね古谷委員から、健康管理に
ついて何か、進めることができないかと。浅野座
長からもご意見をいただきましたし、今村委員から
ヒントをいただいて、次のような3行を加えておりま
す。『また、既存の結核検診、肺がん検診にあわ
せて、例えば、胸膜プラークの所見を発見した場
合には、健康管理に必要な情報提供等を行うよう
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促すことができないかどうかを検討するべきであ
る』と」。

これは、市町村事業で行われている肺がん検
診や結核検診等で胸膜プラーク所見がみつかっ
た方に、プラークとはどんなものかとか、健康管理
に役立つ情報、環境再生保全機構にぜひご連絡
くださいなどと書いたリーフレットなりを渡すことを考
えていると説明された。
労災保険制度との連携強化－「作業従事歴の

ある申請者等については、申請者本人に労災保
険制度について説明し申請を促すのみならず、個
人情報の取扱いに留意しつつ、機構から労災保
険窓口へ直接連絡することを検討するべきであ
る」。

これに、「特に、古谷委員からまたご要望をい
ただいて、次の3行を加えています。『このほか、
労災保険制度との連携強化に関しては、石綿健
康被害救済制度、労災保険制度等における認定
者と中皮腫死亡者との関係等の情報についても、
認定状況とともに定期的に公表していくことが重
要である』と」。
認定に係る対応の迅速化に向けた取組の強化

－「中皮腫の取扱いが多い医療機関のみならず、
一般の医療機関に対する制度の周知が必要であ
ると考えられる。また、医療機関から適正な医学
的資料が提出されるよう、機構による学会を通じた
セミナーの開催やパンフレット配布等を通じて、医
療機関への石綿健康被害救済制度、特に認定の
判定基準に関する周知を行い、可能な改善を図っ
ていくことが重要である。」

また、「機構が申請段階から、申請者の同意を
とり、医療機関の申請実績を勘案しつつ、直接、
連絡や調整を行う方向で検討を進めるべきであ
る。以上を通じて、認定にかかる期間の一層の
短縮に向けた取組を進めるべきである」。
「また古谷委員からご意見をいただいて、『な

お』をつけ加えています。『なお、認定に係る期間
の短縮に向けた努力を行っていることを申請者等
に明示するために、認定等の決定までの期間に
関する情報公開や申請者から個別の問い合わせ
があった場合に進捗状況を伝えるなどの取り組み

を引き続き実施するべきである』としています」。
特別遺族弔慰金対象者への周知－「一層の広

報活動を通じて、遺族が制度について知らないこ
とのないよう努めるとともに、必要に応じ、適切な対
応をすることが重要である。加えて、中皮腫に罹
患し死亡された方の遺族に対し、個別に救済制
度の周知を行うなどの掘り起こし策を適切に実施
することで、救済給付を受ける権利を有する遺族
が漏れなく救済給付を受けられるよう努めるべきで
ある」。
医療機関等への知識の普及や治療等に関す

る情報の提供－「地域医療の現場との連携を強
化するため、日本医師会等の協力を得ながらこれ

［平成21年度から実施している医療機関向け講
習会事業］を拡充し、また、講習事業等に関する
情報をホームページに掲載することなどを通じて、
医療機関の診断・治療レベルを一定以上に保つ
ための石綿関連疾患の診断方法、治療方法に関
する情報提供を実施することが重要である」。
調査研究の推進－「中皮腫についてもがん登録

制度を参考にしつつ、救済制度の中で機構に集ま
る治療内容や生存期間の情報を活用しながら調
査研究を行い、その結果を広く認定患者や、医療
機関に対し、情報提供することについて検討すべ
きである」。

これについては、環境再生保全機構で取り寄せ
たレセプトから、疾病の進行度、治療内容等に応
じた生存期間等を解析して、医療現場や患者に
情報提供し、また、研究開発にも貢献できるような
ことを実現したいと説明された。
「これも岸本委員からご意見をいただきましたが、

『肺がんに比べて著しく予後が悪く、新たな治療
方法がない中皮腫に対する日本発の新たな治療
法の開発や早期発見・早期診断のための研究に
ついて、関係府省等とも連携しながらその推進に
向けて努力すべきである』と、そういった文言も追
加しております」。

なお、答申には記載されていないが、ワーキン
ググループのときの議論で、受給者に対するアン
ケート調査の内容について労災年金受給者のア
ンケート調査等を参考にしながら改善することを環

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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境再生保全機構が検討すると発言していたこと
を、議事録のなかでは記録としてとどめている。
石綿健康被害の未然防止の取り組みの推進－

「この問題は、直接、石綿健康被害救済制度の
あり方とは関係はないのですが、新たな石綿健康
被害を引き起こさないことが究極的には本制度と
関係すること、特に東日本の大震災で倒壊した建
築物等から石綿飛散が懸念されて、それによる健
康被害が将来起こるおそれもあるので、引き続き、
こうした未然防止策の推進を図ることが重要だと。
これは、浅野座長から、ぜひ入れるようにという指
示があり、入れております」。

二次答申では、最後に、「石綿健康被害救済
制度については、今後とも制度を取り巻く状況の
変化に注視をしつつ、検討すべきであると考える」
としている。

第10回小委員会でも最後に浅野委員長が、
「なお今後とも検討の必要は残っているという認
識を持っておりますので、事務局におかれまして
は、これが決して最終答申であるという位置づけ
にならないように、十分なご配慮をいただきたいと
いうことを特に強く発言をしておきたいと思います」
と発言している。

いろいろと筆者ら、委員の意見を取り入れたこと
を強調しており、それが事実であるとしても、いか
なる法令の改正も提言しない答申になってしまって
いることも事実である。小委員会で筆者は以下の
ように発言した。
「今回の小委員会の作業に当たって患者や家

族の皆さんが一番期待したことは、何を取り置い

ても給付の内容や水準の改善であったわけです。
これは、検討開始に当たってのヒアリングで、患者、
家族の代表が発言した中にもあらわれているよう
に、アスベストという同じ原因で起こった被害が、
労働者と住民や自営業者の場合とで公的補償、
救済の中身に余りにも大きな差がある、それを公平
あるいは公正というかたちに変えたい、あるいは近
づくための努力をしていただきたい。さらには、ア
スベストによる健康被害という思いもよらない事態
で、例えば子供たちが就学を断念しなくてはいけ
ないというような事態がないように、という願いだっ
たわけです。その点についていうと、そういうこと
を打ち出せなかったという意味で、この小委員会
が被害者家族の期待に応えられていないと、応え
られなかったということは言わざるを得ない、私自
身も非常に残念です」。

先送りできない課題を要望

一方、法改正を行う意思がない環境省事務方
の姿勢が明らかになったことを見定めてから、石
綿対策全国連絡会議は、政治主導によって「先
送りすることのできない最低限の課題の解決を図
る」ための取り組みを開始した。

具体的に要望したのは、以下の諸課題である。

①	 2006年3月27日以降死亡事例の労災時効救
済	【厚生労働省】

2006年3月27日以降に死亡した事例は、労災時
効救済（特別遺族給付金）の対象になっておらず、
死亡日の翌日から5年で＝今（2011）年3月27日以降

筆者・6月10日第10回小委員会後のインタビュー 浅野直人・小委員会委員長
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に、請求権が時効により消滅してしまいます。す
なわち、2006年3月27日～2007年3月26日の間に亡
くなられた事例については、②で述べる労災時効
救済の請求期限である2012年3月27日よりも前に、
請求権が奪われてしまうのです。これはもっとも
せっぱ詰まった問題です。労災時効救済の対象
を拡大するとともに、②の請求期限の延長ないし
撤廃が必要です。

②	 労災時効救済（特別遺族給付金）の請求期
限の延長と対象範囲の拡大	【厚生労働省】

2006年3月26日以前に死亡した事例を対象とし
た現行の労災時効救済（特別遺族給付金）の請
求は、2012年3月27日まででできなくなってしまうの
で、請求期限の延長ないし撤廃が必要です。これ
は、①を含めて、対象範囲の拡大と合わせて行わ
れる必要がありますし、また、③とも合わせて行われ
る必要があります。さらに、④及び⑤の「隙間」が
解決された場合に、その効果を確保するためにも
必要になってきます。

労災時効救済による救済件数は、すべての疾
病を合わせて、2009年度にもまだ109件あります。
労災時効救済及び③の新法施行前死亡救済は、
過去の被害の救済という面だけではなく、石綿健
康被害の実態に関する情報の把握及び公表とい
う面でも、大きな役割を果たしています。被害者
救済と情報公開は両輪であり、こうした観点からも
救済を打ち切るべきではありません。

③	 法施行前死亡救済（特別遺族弔慰金）の請
求期限の延長	【環境省】

環境省所管の救済法施行前死亡救済（特別
遺族弔慰金）の請求も、②と同じく2012年3月27日
まででできなくなってしまうので、請求期限の延長
または撤廃が必要です。

環境省は、「現在月10件程度になっている」と
言いますが、「現在でも年間百件以上救済できて
いる」のをやめてよいものでしょうか。また、当初請
求期限は2009年3月27日までとされていたことか
ら、環境省と環境再生保全機構は2008年度に保
健所が保管する死亡小票に基づいた周知事業を

実施しましたが、周知事業によって救済を受けら
れた件数は、2008年度285件、2009年度526件、
2010年度が12月末日現在で57件です。2008年法
改正による請求期限延長がなければ552件は救済
されなかっただけでなく、周知事業によらない救済
件数も2009年度71件、2010年度171件もあったの
です。今度は厚生労働省が2011年度に周知事
業を実施する予定ですが、周知の効果がもっとも
現われてくるのは、請求期限が奪われた後というこ
とになりかねません。

なお、対応にあたっては、法施行後に被害者が
未請求のまま死亡した場合の救済＝未請求死亡
救済（特別遺族弔慰金）の請求期限についても、
法施行前死亡救済（特別遺族弔慰金）の請求期
限よりも短くなることがないように整合性を確保する
ことも必要になります。

④	 復帰前沖縄米軍基地におけるアスベスト曝露
による基地労働者の健康被害問題の解決	【厚
生労働省】

施政権返還前に沖縄米軍基地で働きアスベス
トに曝露したことが原因で発症した元労働者の健
康被害が、労災保険や労災時効救済（特別遺族
給付金）の対象にならない「隙間」になっている問
題は、全駐労や連合沖縄等をはじめ地元の労働
組合、被害者・家族、国会議員等からも再三要望
がなされているにもかかわらず、まだ解決していま
せん。厚生労働省は、アメリカに請求してもらうし
かない、実例が一件しか出ていない（労災認定基
準を満たしていない肺がん）等と言う一方で、内部
で検討はしているとのことであり、早急な解決が求
められています。

⑤	 妻未請求死亡等の場合の特別遺族一時金
不支給問題の解決	【厚生労働省】

また、労災時効救済（特別遺族給付金）に新た
な「隙間」（妻未請求死亡等の場合の特別遺族
一時金未支給問題）があることが明らかになりま
した。救済法の施行日等の時点において、妻が
生存していた（特別遺族年金受給権者がいた）も
のの未請求のまま死亡してしまった場合に、子など

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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（年金受給権者以外）の遺族に、特別遺族一時
金（1,200万円）がまったく給付されないというので
す。現実に不支給決定が出され、審査請求で争
われています。本来的には、①年金受給権者が
いる場合には年金、②いない場合には1,200万円
の一時金、かつ、③年金として支給した（すべきで
あって未支給の分を含む）総額が1,200万円に満
たない場合はその差額を一時金として支給すると
いうかたちで、「隙間」なく遺族に、最低1,200万円
の特別遺族給付金が支給される仕組みであった
はずです。厚生労働省担当者の説明は二転三
転しているのですが、救済法の施行日等の時点
において年金受給権者がいたので②には該当せ
ず、年金として支給した額がないから③にも該当し
ない。妻が請求はしたもののその月に亡くなってし
まった場合も、年金は翌月から支給されるものなの
で、支給すべきであった未支給年金も存在してい
ないので、やはり③に該当しないという理屈だとい
うことです。どう考えても不合理な「隙間」であり、
同じく早急な解決が求められています。

⑥	 アスベスト対策見直しを継続	【厚生労働省・
環境省ほか】

以上、述べたことは、まさに最悪の事態を回避

するために、いま最低限対
応しなければならない課
題だけに絞ったものです。
少なくとも、①②③は石綿
健康被害救済法の改正
が必要になると考えられま
す。

アスベスト問題は終わっ
ていません。石綿健康被
害救済法施行5年の見直
しで本来私たちがもっとも
期待していたのは、補償・
救済の内容・水準の改善
と健康管理制度の確立で
した。 専門家らからも要
望されてきた中皮腫登録
制度も実現していません。

また、ノンアスベスト社会を実現していくためのア
スベスト対策基本法の制定が切望されています。
山積みしている様 な々課題に対処していくために、
政府、国会、各党において、継続的な検討と取り
組みを確保する仕組みを整えていただきたいと
願っています。

アスベスト問題は終わっていません。継続的な
検討と取り組みが確実に行われるようにするため
にも、いま①～⑤に掲げた課題の解決にご尽力を
賜りますよう、要請する次第です

すでに請求期限切れが発生

3月10日付けの毎日新聞朝刊は一面トップで、
「石綿労災	時効延長せず、厚労省	26日で救済
打ち切り」と報じた。前述の課題①「2006年3月27
日以降死亡事例の労災時効救済」の問題である。
「厚生労働省は今月27日以降の時効は救済を

延長せず、打ち切る方針であることがわかった」と
報じられたが、実は、厚生労働政務三役にとって
はこのような課題があるということ自体をこの記事に
よって知らされたというのが実態であった。それで
もこの日の午後に開催された参議院予算委員会
で川田龍平参議院議員に質問されて、細川律夫

3月10日付け毎日新聞朝刊
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厚生労働大臣は、「3月28日以降、時効により労災
の請求権を失うとの懸念があることは理解」、「時
効延長については、まだどの程度、被害者の時効
の期限がくることについて、わからないこともあるか
ら、数もわかるようになれば、しっかり対応していく」
と答弁している。

厚生労働省労働基準局労災補償部補償課長
補佐（業務担当）名で都道府県労働局労災補償
課長に宛てて、「石綿に関する労災保険給付に
関する相談等について」報告を求める事務連絡
が5月2日付けで出された。救済対象にならない時
効事例に係る相談事案と請求事案について－4月
末日までの状況については5月16日までに－報告す
るよう指示したものである。

これは、2008年の石綿健康被害救済法改正
のとき－わずか3件ではあったが、済対象にならな
い時効事例が実際に生じていることがわかった－
新聞記事で報じられた後に、法律を改正し遡及し
て救済できるようにした前例を意識したものである
（2008年5月号22頁参照）。

民主PT設置し改正案作成

まず2月23日に、民主党の環境部門会議・環境
保健ワーキングチーム合同会議で筆者がこれらの
課題を提起する場をつくってもらった（ここには環
境副大臣、環境省事務方も出席している）。民主
党アスベスト対策推進議員連盟も、前述の新聞報
道のすぐ翌日に小林雅夫厚生労働政務官に会っ
て働きかけていただいた。

その直後に東日本大震災が発生し、石綿対策
全国連も3月18-19日に予定していた、海外ゲストも
招いての日比谷公会堂での大集会・デモなどの石
綿健康被害救済法五周年行動を延期せざるを得
ず、すべての動きが止まってしまうことも危惧され
た。
しかし、3月18日に石綿対策全国連から民主党

陳情要請対策本部宛てに正式に要請。ここでは、
「党に継続的な検討と取り組みを確保する仕組
みを整えていただきたい」とも要請したのだが、3月
31日の政調拡大役員会で、環境・厚生労働・国土

交通・経済産業各部門にまたがる「アスベスト対
策プロジェクトチーム」（座長・齋藤勁衆議院議員、
事務局長・工藤仁美衆議院議員）の設置が決定
された。

同プロジェクトチームは4月下旬に活動を開始す
るとともに、法改正の検討に着手。5月19日の政調
拡大役員会に以下のような改正案を報告し、了承
された。

石綿健康被害救済法改正要綱（案）

一	 特別遺族給付金に関する改正
1		 支給対象の拡大
石綿にさらされる業務に従事することにより指定

疾病等にかかり、これにより施行日（平成18年3月27
日）から5年を経過する日（平成23年3月27日）の前日
までに死亡した労働者等の遺族であって、労働者
災害補償保険法の規定による遺族補償給付を受
ける権利が時効によって消滅したものに対しても、
特別遺族給付金を支給すること。（第2条第2項関
係）
※現行法は「施行日の前日まで」に死亡
2		 請求期限の延長
特別遺族給付金の請求期限を、施行日の前日ま

でに死亡した労働者等の遺族にあっては施行日か
ら10年、施行日から5年を経過する日の前日までに
死亡した労働者等の遺族にあってはその死亡の
時から10年を経過したときとすること。（第59条第5
項関係）
※現行法は「施行日の前日までに死亡した労働者

等の遺族について施行日から6年」
二	 特別遺族弔慰金等に関する改正
○	 請求期限の延長
①	 施行前死亡者の場合
日本国内において石綿を吸入することにより指

定疾病にかかり、当該指定疾病に起因して施行日
前に死亡した者の遺族の請求期限を、施行日から
10年を経過したときとすること。（第22条第2項関
係）
※現行法は「施行日から6年」
②	 未申請死亡者の場合
日本国内において石綿を吸入することにより指

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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定疾病にかかり、当該指定疾病に関し認定の申請
をしないで当該指定疾病に起因して施行日以後に
死亡した者の遺族の請求期限を、当該未申請死
亡者の死亡の時から10年を経過したときとすること。

（第22条第2項関係）
※現行法は「当該未申請死亡者の死亡の時から

5年」
三	 検討

政府は、この法律の施行後○年以内に、石綿に
よる健康被害を受けた者及びその遺族に対する
救済の状況を踏まえ、石綿による健康被害の救済
措置の在り方等について、速やかに検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて必
要な措置を講ずるものとすること。（附則関係）

以上は、石綿対策全国連の7～8頁に掲げた課
題のうち①②③に対処するものである。④⑤につ
いては、民主党プロジェクトチームでは、技術的に
法令による対応が難しいということで、「石綿健康
被害救済法改正検討事項について」として、以下
のように整理された。

Ⅰ	「復帰前沖縄米軍基地におけるアスベスト曝
露による基地労働者の健康被害問題の解決」
について

1		 特別遺族給付金は、アスベストに起因する指

定疾病等により死亡した労働者等（以下「死亡
労働者等」という。）の遺族であって、労災保険
法に基づく遺族補償給付の支給を受ける権利
が時効により消滅したものに対して支給するもの
である。

	 	 米軍基地におけるアメリカ合衆国政府又はそ
の機関の被用者※1やそれ以外の被用者※2の復
帰前の被災については、そもそも労災保険法の
適用がないため、その遺族は特別遺族給付金
の支給を受けることができないとされている。

（復帰前に被災した労働災害に係る災害補償）
※1の被用者については、沖縄返還協定に基づ
き、アメリカ政府に請求することができる。

※2の被用者については、沖縄の復帰に伴う特
別措置に関する法律に基づき、労働者災害
補償に規定する補償水準によって補償が行
われる。

2		 しかしながら、報道によると、復帰前に離職し
た元基地従業員に対し、アスベストによる労災
認定がされたケースもあり、運用により労災認定
を行うことができるのならば、その遺族に対して
も、石綿健康被害救済法に基づく特別遺族給
付金の支給をすることできるのではないか。

3		 したがって、運用等により、何らかの救済措置
を講じることができないか引き続き検討している
ところである。

6月2日 自公アスベスト問題に関する意見交換会（正面左から、谷畑・佐田・加藤・渡辺の各議員）
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Ⅱ	「妻未請求死亡等の場合の特別遺族一時金
不支給問題の解決」について

1		 現行法においては、夫が死亡労働者等で、
妻が特別遺族年金を請求せずに亡くなった場
合には、その子等には特別遺族一時金が支給
されないこととなっている。
※現行法において夫が死亡労働者等で特別

遺族一時金が支給される場合
①	 妻が夫の死亡前に亡くなっており、その子

等に対して支給する場合
②	 妻が特別遺族年金を受給中に亡くなり、そ

の子等に対して支給する場合
2		 労災保険法に基づく遺族補償給付を受ける
権利は、労働災害に対する使用者の災害補償
責任を担保するという性質から、遺族の請求な
くとも、労災事故の発生という事実のみで生じる
が、特別遺族給付金は、死亡労働者等によって
生計を維持していた者に対する「救済」であり、
その権利は、請求によって初めて生じるとされて
いる。

3		 したがって、このような給付の性格を踏まえな
がら、運用等を含め、何らかの救済措置を講じ

ることができないか引き続き検討しているところ
である。

自民・公明も独自の改正案

一方この2月に、自民党にはアスベスト問題対策
関係合同部会（座長・佐田玄一郎衆議院議員、事
務局長・谷畑孝衆議院議員）、公明党にはアスベス
ト対策本部（本部長・加藤修一参議院議員、事務
局長・江田康幸衆議院議員）が設置されていた。

民主党はただちに両者に対して法改正への協
力を要請した。

石綿対策全国連も独自に両者に要請を行った
ところ、5月19日には加藤修一参議院議員と、5月
20日には佐田玄一郎衆議院議員と、各々直接お
会いして話を聞いていただくことができた。

そして、5月24日には公明党アスベスト対策本部・
環境部会合同会議でのヒアリング、6月2日には自
公アスベスト問題に関する意見交換会が開催さ
れることになった。どちらにも中皮腫・アスベスト疾
患・患者と家族の会の代表らも出席、とくに後者に
は中皮腫患者ご本人、全建総連や上京していた

項　目 2006年制定法 2008年改正法

一　特別遺族給付金（労災時効救済）

 1　支給対象

2001（H13）.3.26までに死亡した者

（施行日前日の5年前）

2006（H18）.3.26までに死亡した者

→5年間延長（施行日前日）

 2　請求期限 2009（H21）.3.27まで

（施行日から3年）

2012（H24）.3.27まで

→3年間延長（施行日から6年）

二　特別遺族弔慰金等

 1　施行前死亡の請求期限

2009（H21）.3.27まで

（施行日から3年）

2012（H24）.3.27まで

→3年間延長（施行日から6年）

 2　未申請死亡の請求期限 救済対象外 死亡から5年

三　見直し 施行後5年以内 変更なし

四　施行日 2006（H18）.2.10 公布

2006（H18）.3.27 施行

2008（H20）.6.18 公布

2008（H20）.12.1 施行

石綿健康被害救済法改の改正経過

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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泉南アスベスト国賠訴訟原告団・弁護団の代表ら
も含めて15名、石綿対策全国連側から参加して、
各々がかかえている現実、様々な側面からのアス
ベスト対策の必要性を訴えた。

自公両党としての対応の検討に着手していただ
き、7月末までに以下のような内容の独自の改正法
案がつくられた。

石綿健康被害救済法改正要綱

一	 特別遺族給付金に関する改正
1		 支給対象の拡大
石綿にさらされる業務に従事することにより指定

疾病等にかかり、これにより施行日（平成18年3月27
日）から10年を経過する日（平成28年3月27日）の前
日までに死亡した労働者等の遺族であって、労働
者災害補償保険法の規定による遺族補償給付を
受ける権利が時効によって消滅したものに対して
も、特別遺族給付金を支給すること。（第2条第2
項関係）
※現行法は「施行日の前日まで」に死亡
（＊）	1のうち、平成18年3月27日から改正法施行

日の前日の5年前までの間に死亡した労働者

2011年民主党案 2011年自民党案 2011年改正法

2011（H23）.3.26までに死亡した者

→5年間延長（施行日前日から5年）

2016（H28）.3.26までに死亡した者

→10年間延長（施行日前日から10年）

※2011（H23）.3.27から改正法施行日ま

での間に労災の時効が完成した場合

については、その時効の日まで遡って

支給。

2016（H28）.3.26までに死亡した者

→10年間延長（施行日前日から10年）

※2011（H23）.3.27から改正法施行日ま

での間に労災の時効が完成した場合

については、その時効の日まで遡って

支給。

2016（H28）.3.27まで

→4年間延長（施行日から10年）

※今回の改正により新たに支給対象と

なる者については、死亡から10年間請

求可能。

2022（H34）.3.27まで

→10年間延長（施行日から16年）

2022（H34）.3.27まで

→10年間延長（施行日から16年）

2016（H28）.3.26までに死亡した者

→4年間延長（施行日から10年）

2022（H34）.3.27まで

→10年間延長（施行日から16年）

2022（H34）.3.27まで

→10年間延長（施行日から16年）

死亡から10年

→5年間延長

死亡から15年

→10年間延長

死亡から15年

→10年間延長

施行後○年以内 施行後3年ごと 施行後5年以内

公布の日から起算して○月を超えない

範囲内において政令で定める日から

施行。

公布の日から施行。 2011（H23）.8.30 公布

2011（H23）.8.30 施行

石綿健康被害救済法改正法案の比較

等に係る特別遺族給付金（＝平成23年3月27
日から改正法施行日までの間に労災の時効
が完成した場合）については、労災の遺族補
償給付を受ける権利が時効によって消滅した
時から遡及して支給するものとする。

2		 請求期限の延長
特別遺族給付金の請求期限を、施行日から16

年を経過したときとすること。（第59条第5項関係）
※現行法は「施行から6年」
二	 特別遺族弔慰金等に関する改正
○	 請求期限の延長
①	 施行前死亡者の場合
日本国内において石綿を吸入することにより指

定疾病にかかり、当該指定疾病に起因して施行日
前に死亡した者の遺族の請求期限を、施行日から
16年を経過したときとすること。（第22条第2項関
係）
※現行法は「施行日から6年」
②	 未申請死亡者の場合
日本国内において石綿を吸入することにより指

定疾病にかかり、当該指定疾病に関し認定の申請
をしないで当該指定疾病に起因して施行日以後に
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死亡した者の遺族の請求期限を、当該未申請死
亡者の死亡の時から15年を経過したときとすること。

（第22条第2項関係）
※現行法は「当該未申請死亡者の死亡の時から

5年」
三	 3年ごとの見直し

政府は、3年ごとに、改正後の石綿健康被害救
済法の施行状況について検討を加え、その結果に
基づいて必要な見直しを行うものとすること。（附
則関係）

この改正法案をもって自民党が他
の野党に対して法改正への協力を求
めた。社民党、共産党からは石綿対
策全国連に問い合わせがあり、また、
みんなの党ではこの間患者・家族の取
り組みに協力していただいている川
田龍平参議院議員を通じて、問題の
背景を説明して、私たちの要望の実
現に協力を求めた。

結局、8月10日・11日と民主党（田島
一成・環境部門会議座長と工藤仁美・
アスベスト対策プロジェクトチーム事務
局長）と自民党（佐田玄一郎・アスベス

ト問題対策関係合同部会座長と谷畑孝・同事務
局長）による協議を経て合意が得られ、11日の自公
アスベスト問題に関する意見交換会で報告されて
公明党アスベスト対策本部もこれを了承した。

合意された内容は、先に掲げた両党の改正要
綱のうち、
一	 特別遺族給付金に関する改正
二	 特別遺族弔慰金等に関する改正

については、民主党が自民党案を受け入れ、三
は以下のように変更された。
三	 5年以内の見直し

政府は、5年以内に、改正後の石綿健康被害救
済法の施行状況について検討を加え、その結果に
基づいて必要な見直しを行うものとすること。（附
則関係）

なお、改正要綱には記載がなかったが、施行日
についても自民党案が採用された。

これらを一覧表にすれば、12～13頁の表のとお
りである。最右欄「2011年改正法」が合意（後に
公布）された内容である。

全会派一致で法改正実現

この合意を受けて、民自公各党において党内
手続と他の政党への働きかけが行われただけでな
く、石綿全国連としても各政党に協力を要請した。

結果、8月23日午前の衆議院環境委員会におい
て、起草案を委員会提出法案とすることが可決さ

8月23日付け毎日新聞朝刊

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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れ、午後の衆議院本会議でも異議なしで可決。8
月25日には参議院環境委員会で質疑が行われ、
26日午前に同委員会、午後参議院本会議で全会
一致により可決・成立。8月30日に平成23年法律第
104号として、公布、即日施行された。

この間ご尽力いただいた、民主党アスベスト対
策プロジェクトチーム、自民党アスベスト問題対策
関係合同部会、公明党アスベスト対策本部をはじ
めとした各党の関係者の皆様方には、心から感謝
したい。以下に成立した改正法案要綱を示して、
あらためて改正内容を確認しておきたい。

石綿による健康被害の救済に関する法律の
一部を改正する法律案要綱

第1		 特別遺族弔慰金等の請求期限の延長
1		 施行前死亡者の請求期限
日本国内において石綿を吸入することにより指

定疾病にかかり、当該指定疾病に起因して石綿
による健康被害の救済に関する法律の施行の日
（以下「施行日」という。［平成18年3月27日］）前
に死亡した者の遺族の特別遺族弔慰金等の請
求期限を、施行日から16年を経過したときとするも
のとすること。
2		 未申請死亡者の請求期限
日本国内において石綿を吸入することにより指

定疾病にかかり、当該指定疾病に関し第4条第1
項の認定の申請をしないで当該指定疾病に起因
して施行日以後に死亡した者（以下「未申請死亡
者」という。）の遺族の特別遺族弔慰金等の請求
期限を、当該未申請死亡者の死亡の時から15年
を経過したときとするものとすること。（第22条第2
項関係）
第2		 特別遺族給付金の支給対象の拡大

厚生労働大臣は、石綿にさらされる業務に従事
することにより指定疾病等にかかり、これにより施行
日から10年を経過する日の前日までに死亡した労
働者等の遺族であって、労働者災害補償保険法
の規定による遺族補償給付を受ける権利が時効
によって消滅したものに対し、その請求に基づき、
特別遺族給付金を支給するものとすること。（第2

条第2項関係）
第3		 特別遺族給付金の請求期限の延長

特別遺族給付金の請求期限を、施行日から16
年を経過したときとするものとすること。（第59条
第5項関係）
第4		 施行期日等
1		 施行期日
この法律は、公布の日［平成23年8月30日］から

施行するものとすること。（附則第1条関係）
2		 経過措置
平成18年3月27日からこの法律の施行の日の前

日の5年前の日までに死亡した死亡労働者等に係
る特別遺族給付金については、労働者災害補償
保険法の遺族補償給付を受ける権利が時効に
よって消滅した時から遡及して支給するものとする
こと。（附則第2条関係）
3		 見直し
政府は、この法律［平成23年改正法］の施行後

5年以内に、この法律による改正後の石綿による
健康被害の救済に関する法律の施行の状況につ
いて検討を加え、その結果に基づいて必要な見直
しを行うものとすること。（附則第3条関係）
4		 その他
その他所要の規定を整備するものとすること。

国会での意見表明・質疑

なお、衆議院環境委員会では、民主党・無所属
クラブから工藤仁美、自由民主党・無所属の会か
ら佐田玄一郎、公明党から江田康幸の各氏が代
表して意見を表明。

参議院環境委員会では、中川雅治（自由民主
党）、加藤修一（公明党）、水野賢一（みんなの党）、
市田忠義（日本共産党）、亀井亜紀子（国民新党）
の各氏が質問にたち、提案者に対する質問への
答弁では、田島一成（民主党）、佐田玄一郎（自由
民主党）、江田康幸（公明党）の各氏が小沢鋭仁・
衆議院環境委員長を補佐している。
くわしい内容はインターネット審議中継（録画）、議

事録を参照していただきたいが、政府に対する質
問に対する答弁で以下の点は紹介しておきたい。
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ひとつは、水野賢一氏への答弁で厚生労働省
労働基準局労災補償部長が、労災保険の遺族
補償年金の平均支給額が約195万円、平均受給
期間が約35年、総額6,825万円になると明らかにし
たこと。しかし、石綿等による健康被害の場合に
は、発症までの期間が長いため労災保険給付の
支給決定時には労働者・遺族が高齢になっている
ことに伴い受給期間も短くなるものと認識しており、
平均的には総支給額は一般の遺族補償年金受
給者より少なくなると考えていると付け加えた。

同じく水野氏への答弁で環境省環境保健部長
は、平成22年度の数字として、一般拠出金が約
91億円、特別拠出金が約3億円であること、後者
を拠出する特別事業者と納付額について、クボタ
1億8,161万円、ニチアス1億1,458万円、太平洋セ
メント2,571万円、旧エタニットパイプ（現リゾートソ
リューション）1,024万円であることを明らかにした。
4社の名称と納付額はこれまで非公開とされてきた
が、2008年法改正によって「国は、国民に対し石
綿による健康被害の救済に必要な情報を十分か
つ速やかに提供する」（第79条の2）規定が盛り込
まれた趣旨を考慮して今般公表したと説明した。

また、中皮腫死亡の平成22年度厚生労働科学
研究「職業性石綿ばく露による肺・胸膜病変の経
過観察と肺がん・中皮腫発生に関する研究」が、
地域がん登録やアスベスト輸入量、造船・建設産
業の規模等を勘案して、中皮腫死亡の疫学的解
析、将来推計を行っていて、これによると、死亡者
数については現状程度のまま2020～23年くらいま
で続き、その後は徐々に減少するのではないかと
推計されているとの答弁があった。

市田忠義氏への答弁で厚生労働省労災補償
部長は、平成22年末現在の石綿健康管理手帳
の交付総数が23,958件であることも明らかにした。

各党が指摘した残された課題

石綿対策全国連が提起した①～⑥の課題（7
～9頁参照）のうち、①～③は今回の法改正により
対処された。④及び⑤については既述のとおり（11
～12頁参照）、民主党では検討事項とされた。工

藤仁美氏は、④及び⑤の解決、東日本大震災被
災地におけるアスベスト飛散の監視と対策、ノンア
スベスト社会の実現を掲げ対策を総合的にすす
める基本法の制定を含めた検討を続けていくこと
を表明した。

自民党は、改正法の施行に当たり、政府が次の
事項について適切な措置を講ずべきであるとする
決議案を準備していた。佐田玄一郎、中川雅治
両氏は、これらの課題を提起した。
1		 東日本大震災におけるがれき処理作業に伴う
作業者への石綿へのばく露の防止対策の徹底
を図ること。

2		 「石綿による疾病の認定基準」のうち、肺が
んについての「石綿ばく露作業への従事期間
が10年以上あること」の要件を撤廃すること。

3		 特別遺族年金の最先順位の受給資格者
（配偶者が典型）が特別遺族年金の請求をし
ないまま死亡した場合のその他の遺族への特
別遺族一時金の支給の在り方について今後検
討すること。

4		 石綿による健康被害を受けた可能性がある
者の遺族であって特別遺族給付金または特別
遺族弔慰金等の請求を行っていないものに対し
て、これらの制度及び請求に必要な手続につい
て周知するための措置を継続的に講ずること。

5		 石綿の健康リスク調査については、過去にお
いて調査対象地域の住民であった者の健康被
害の状況についても把握できるよう、調査対象
者の範囲を拡大するとともに、調査期間を延長
する等の見直しを行うこと。

6		 復帰前沖縄米軍基地において石綿健康被
害を受けた基地労働者についての救済措置を
検討すること。

公明党は今回、以下のような「石綿健康被害
対策骨子案」をまとめており、江田康幸、加藤修
一両氏が残された対策の必要性を指摘した。
1		 特別遺族給付金の支給対象の拡大及び請
求期限の延長

（1）	特別遺族給付金の死亡時期に係る要件につ

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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いて、現行の“施行日の前日まで”という終期を
延長し、支給対象の拡大を図ること。

（2）	現行法で“施行日から6年”などとされている
特別遺族給付金の請求期限を延長すること。
2		 特別遺族弔慰金等の請求期限の延長

（1）	現行法で“施行日から6年”とされている施行
前死亡者の遺族に係る特別遺族弔慰金等の
請求期限を延長すること。

（2）	現行法で“死亡時から5年”とされている未申
請死亡者の遺族に係る特別遺族弔慰金等の
請求期限を延長すること。
3		 石綿救済法の3年ごとの見直し
	 	 石綿による健康被害の状況等を踏まえ、石綿
救済法を3年ごとに見直すこと。
4		 東日本大震災によって発生した災害廃棄物
に係る石綿対策

	 	 日本大震災によって発生した災害廃棄物の
処理に際し、石綿飛散・ばく露防止対策に万全
を期すとともに、作業に従事した者に係る記録
が残されるよう特に配慮すること。
5		 復帰前の沖縄米軍基地労働者の石綿ばく
露による健康被害の問題の解決

	 	 復帰前の沖縄米軍基地において労働してい
た者が石綿にばく露し、それにより死亡した場合
についても、特別遺族給付金の支給と同様の
措置を講ずること。
6		 配偶者が未請求のまま死亡した場合におけ
る特別遺族一時金の支給

	 	 特別遺族年金の最先順位の受給資格者
（配偶者が典型）が特別遺族年金の請求をし
ないまま死亡した場合に、その他の遺族には特
別遺族一時金が支給されないという現在の在り
方を改め、特別遺族一時金が支給されるように
すること。
7		 石綿による健康被害を受けた可能性がある
者の遺族に対する救済手続の周知のための措
置

	 	 石綿による健康被害を受けた可能性がある
者の遺族であって特別遺族給付金又は特別
遺族弔慰金等の請求を行っていないものに対し
て、これらの制度及び請求に必要な手続につい

て周知するための措置を継続的に講ずること。
8		 環境省の「石綿の健康リスク調査事業」の
充実

	 	 石綿の健康リスク調査については、過去にお
いて調査対象地域の住民であった者の健康被
害の状況についても把握できるよう、調査対象
者の範囲を拡大するとともに、調査期間を延長
する等の見直しを行うこと。
9		 中皮腫等石綿関連疾患未発症者に対する
健康管理制度の導入

	 	 石綿にばく露し、又は曝露した可能性の高い
者であって中皮腫等石綿関連疾患を発症して
いないものを対象として、中皮腫等石綿関連疾
患の早期発見や早期治療を可能にするため、
健康診断等を実施すること。
10	 中皮腫等石綿関連疾患の治療等に関する
情報の収集提供体制の整備

	 	 中皮腫等石綿関連疾患の治療等に関する
情報を医療機関等の間で共有し早期発見や
治療に係る技術の開発等のために活用できるよ
う、当該情報の収集・提供に必要な体制の整備
を行うこと。

11	 中皮腫等石綿関連疾患に関する医療の提
供等において中心的な役割を担う施設の整備

	 	 中皮腫等石綿関連疾患に関し、高度かつ専
門的な医療の提供、調査研究等において中心
的な役割を担う施設の整備を行うこと。
12	 国際的な連携の確保及び国際協力の推進
	 	 石綿による健康被害の救済及び予防に関し、

国際的な枠組みの構築への貢献、諸外国への
必要な情報の提供その他の国際的な連携の確
保及び国際協力の推進のために必要な措置を
講ずること。
13	 特別遺族弔意金等の給付水準の引上げ
	 	 石綿による健康被害に係る国家賠償請求訴

訟において、国が石綿の危険性を認識していた
にもかかわらず適切な対策を講じなかったような
事情が明らかになった場合には、そのことも踏ま
え、特別遺族弔意金等の給付水準を引き上げ
ること。
14	 石綿対策基本法の制定



18   安全センター情報2011年10月号

他の政党の代表
も各々に残された課
題、アスベスト対策
に継続して取り組ん
でいくことの重要性
を指摘した。

沖縄米軍基地
問題で新通達

石綿対策全国連
の要望の④及び⑤

する日本国とアメリカ合衆国との間の協定（昭和47
年条約第2号）等に基づき、布令第42号による補償
が行われることとされており、労働者災害補償保
険法（昭和22年法律第50号。以下「労災保険法」
という。）に基づく保険給付は請求できないこととさ
れている。
したがって、復帰前に石綿関連作業に従事した

ことで石綿関連疾病を発症し、これにより死亡した
米軍関係労働者（以下「死亡復帰前労働者」と
いう。）の遺族は、布令第42号により補償を受ける
権利を有するが、長期の潜伏期間があるという石
綿関連疾病の特殊性に鑑みれば、当該権利を有
する者の中には、権利を行使することなく時効によ
り権利を失う者がいることも想定されるところであ
る。

この課題について、沖縄の特殊な歴史的経緯、
さらには、石綿による健康被害の隙間のない救済

については、自民・公明両党においても、全国連
の要望を実現する方策を検討していただいたもの
の、民主党と同様、法令化が技術的に難しいとい
うことであった。しかし、この間の取り組み、国会
で各党が問題の解決を訴えたことが結実して、8月
26日、改正法が成立した参議院本会議終了後に、
厚生労働省から以下のような通達が発出された。

時効消滅に至らない間における「布令第42号に
よる補償」請求の現実性等についてさらに詰めて
いく必要があるが、⑤の突破口は切り開かれた。

石綿対策全国連要望の⑥については、公式に
はこれから検討ということであるが、同様に可及的
速やかに解決を図っていきたいと考えている。

平成23年8月26日
基労発0826第1号

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局労災補償部長通達

沖縄の復帰前に労働者災害補償の適用を受け
ていた米軍関係労働者に係る石綿による健康被
害の救済に関する法律の適用について

沖縄が昭和47年に我が国に復帰する前に、労
働者災害補償（1961年高等弁務官布令第42号。
以下「布令第42号」という。）の適用を受けていた
沖縄の米軍関係労働者（以下「米軍関係労働者」
という。）については、復帰前の労働災害に係る災
害補償に関しては、琉球諸島及び大東諸島に関

8月27日付け琉球新報（左）、
沖縄タイムズ（右）朝刊
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を図るという石綿による健康被害の救済に関する
法律（平成18年法律第4号。以下「石綿救済法」
という。）の趣旨を踏まえ検討を行った結果、復帰
前後で沖縄米軍基地における労働者の就業実
態が同一であるといえること、復帰前に米国の事
情による大量解雇があったこと等を考慮すれば、
死亡復帰前労働者の遺族についても、石綿救済
法第2条第2項に規定する死亡労働者等の遺族
と同様に救済を行う必要があると考えられることか
ら、下記のとおり取り扱うこととしたので、遺漏なき
を期されたい。

記
1		 復帰前の沖縄米軍基地において、石綿関連
作業に従事することにより、石綿救済法第2条第
2項に規定する指定疾病又は厚生労働省関係
石綿による健康被害の救済に関する法律施行
規則（平成18年厚生労働省令第39号）第2条に
規定する対象疾病にかかり、これにより、石綿救
済法の施行の日の前日（平成18年3月26日）まで
に死亡した者を、石綿救済法第2条第2項の「死
亡労働者等」に含めることとし、その遺族のうち、
布令第42号に基づく請求権を時効により失った
者を特別遺族給付金の支給対象とすること。

	 	 また、石綿による健康被害の救済に関する法
律の一部を改正する法律（法律番号未定。以
下「改正法」という。）が本日成立し、石綿救済
法第2条第2項が改正されたことに伴い、改正
法の施行後（改正法の公布日から施行されるこ
ととされている。）は、復帰前の沖縄米軍基地に
おいて、石綿関連作業に従事することにより、石
綿救済法第2条第2項に規定する指定疾病又
は厚生労働省関係石綿による健康被害の救済
に関する法律施行規則第2条に規定する対象
疾病にかかり、これにより、石綿救済法の施行
の日から10年を経過する日の前日（平成28年3月
26日）までに死亡した者を、石綿救済法第2条第
2項の「死亡労働者等」に含めることとし、その
遺族のうち、布令第42号に基づく請求権を時効
により失った者を特別遺族給付金の支給対象と
すること。

	 	 なお、布令第42号に基づく請求権は、米軍関

係労働者のうち、米国政府又はその機関の被
用者にあっては死亡後1年で、それ以外の者に
あっては死亡後2年で時効により消滅すること。

2		 対象疾病の認定に当たっては、従来どおり、
平成18年3月17日付け基発第0317010号「特別
遺族給付金に係る対象疾病の認定について」
に基づき行うこと。

3		 本措置は、あくまで石綿救済法第2条第2項の
「死亡労働者等」の取扱いを変更するものであ
り、労災保険法その他の労働基準関係法令の
取扱いを変更するものではないこと。

基本法制定等取り組みは続く

公明党は、先の参議院選挙のマニュフェスト
2010で、「石綿健康被害者に対して隙間のない
救済を実施するとともに、今後の被害を未然に防
ぐための対応を急ぎ、アスベスト対策基本法の制
定を検討します」「アジア諸国における『石綿使用
安全条約』の批准を推進します」とうたっていた。

自民党アスベスト問題対策関係合同部会も、ア
スベスト対策基本法を提案したいと表明している。

民主党は、2009年総選挙時の政策集INDEX
2009に、「ノンアスベスト社会の実現」を掲げて、
「『石綿対策総合的推進法』を制定し、既存アス
ベストの把握・管理・除去・廃棄等、一貫した総合
対策を実施します」とし、石綿対策全国連の公開
質問状に対して日本共産党、社民党、国民新党も、
アスベスト対策基本法の制定に賛成であった。

石綿健康被害救済法が見直しを規定してい
た、法施行から5年目の今年の法改正の経過を振
り返ってみても、今後の取り組みが容易ではないこ
とは想像がつく。しかし、今回の法改正と各政党
の方針も足がかりにしながら、本来法施行から5年
目の見直しでめざしていた諸課題、さらにはすべ
てのアスベスト被害者・家族に対する公正・平等な
補償を実現するという長期目標と合わせて、アスベ
スト対策基本法制定の実現に向けて、石綿対策
全国連絡会議を中心とした取り組みを前進させて
いきたい。
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1.	 はじめに

石綿による健康被害の迅速な救済を図るための
「石綿による健康被害の救済に関する法律」（平
成18年法律第4号。以下「法」という。）は、平成
18年3月に施行され、これに基づき、石綿による健
康被害を受けた方及びその遺族に対し、各種救
済給付が行われているところである。

法の附則においては、施行後5年以内に、施行
状況について検討を加え、その結果に基づいて
必要な見直しを行うこととされている。

そのため、平成20年には、議員立法による法改
正により、医療費等の支給対象期間の拡大等の
措置がなされたところである。また、平成21年10
月26日付けで環境大臣から中央環境審議会に対
し諮問（「1.	石綿健康被害救済制度における指
定疾病に関する考え方について」及び「2.	今後
の石綿健康被害救済制度の在り方について」）が
行われ、同年11月より同審議会環境保健部会石
綿健康被害救済小委員会（以下「小委員会」と
いう。）において、議論を開始した。

小委員会においては、平成22年4月まで指定疾
病に関する審議を行い、同年5月に一次答申とし
て「石綿健康被害救済制度における指定疾病に
関する考え方について」を政府に提出した。その
結果、政府において制度の見直しが行われ、指定
疾病として「著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺」

及び「著しい呼吸機能障害を伴うびまん性胸膜肥
厚」が追加された（同年7月1日施行）。

小委員会では、引き続いて、諮問事項の「2.	今
後の石綿健康被害救済制度の在り方について」
の検討を開始し、施行状況を踏まえた諸課題に関
して、平成22年5月より審議を行った。審議に当
たっては、患者団体、関係地方公共団体等から
のヒアリングを行うとともに、法律学者を中心とした
ワーキンググループ会合を計4回開催し、制度の
基本的な考え方及び運用上の改善点について検
討を行った。

以上を踏まえ、本報告は、諮問に関する現段階
までの検討の結果を取りまとめたものである。

なお、ヒアリングでは、患者団体から、現行の石
綿健康被害救済制度は労働者災害補償保険制
度（以下「労災保険制度」という。）や公害健康
被害補償制度の補償水準との格差があって、給
付水準として不十分であり、さらに、患者本人の死
亡後、特に若年の遺族が残された場合に就学継
続を断念せざるをえなくなる等の深刻な問題が生
じており、早急に給付の改善を望むなどの強い意
見が出された。また、関係自治体からは、石綿ば
く露の疑いの強い地域で健康管理の施策を講じ
ようとしても、遠方への移住の問題が生じており、
何らかの制度的措置が望ましい、といった意見が
出された。

2.	 石綿健康被害救済制度の基本的考え

石綿健康被害救済制度の在り方について（二次答申）
「今後の石綿健康被害救済
制度の在り方について」

平成23年6月

中央環境審議会

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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方及び救済給付について

石綿健康被害救済制度の基本的考え方につ
いては、小委員会に法律学者を中心としたワーキ
ンググループを設置し、健康被害に対する救済・
補償等を行っている各制度（医薬品副作用被害
救済制度・生物由来製品感染等被害救済制度、
原子爆弾被爆者に対する援護制度、予防接種法
に基づく健康被害救済制度、公害健康被害補償
制度、労災保険制度）との比較を行う等、法的問
題について検討を行った。小委員会においては、
このワーキンググループの報告も踏まえ、石綿健康
被害救済制度の基本的考え方及び救済給付の
考え方については、現段階では次のように整理さ
れるものと考える。

（1）	現行の石綿健康被害救済制度の概要

①	 石綿による健康被害の特殊性と制度の性格
法の立法趣旨は、第1条（目的）にあるように、

「石綿による健康被害の特殊性にかんがみ、石
綿による健康被害を受けた者及びその遺族に対
し、医療費等を支給するための措置を講ずること
により、石綿による健康被害の迅速な救済を図るこ
と」である。

石綿による健康被害に関しては、本来原因者
が被害者にその損害を賠償すべき責任を負うもの
である。しかしながら、1）石綿へのばく露から発症
までの潜伏期間が30～40年と非常に長期にわた
ること、2）石綿は、建築物や自動車など極めて広
範な分野で利用されていたこと、から、被害者の
石綿へのばく露に係る事実の確認、すなわち、特
定の場所における石綿の飛散と個別の健康被害
に係る因果関係を立証することは極めて難しく、
一定の場合（労働者が使用者に対し労働関係法
規違反の損害賠償を請求する場合等）を除き、石
綿による健康被害を受けた者は、原因者を特定
し、民事上の損害賠償を請求することが困難であ
る。また、石綿による健康被害とされる疾病のうち
中皮腫以外については、石綿以外の原因によって
も発症しうるため、当該疾患に罹患した人が石綿
による健康被害を受けたと高度の蓋然性をもって

判断することが医学的に見ても困難であることが
少なくないという事情もあり、このことが民事上の
損害賠償の要件である因果関係の立証を一層困
難にしていることも留意されるべきである。

一方、石綿による健康被害を発症した場合に
は、多くの方が1、2年で亡くなられるような重篤な
ものであるにもかかわらず、発症された方が石綿
にばく露したと想定される30年から40年前には、こ
のような重篤な疾病を発症するかもしれないことは
一般に知られておらず、知らないままにばく露し、自
らに非がないにもかかわらず、何ら救済を受けられ
ないまま亡くなられるという状況にかんがみ、国が
民事の損害賠償とは別の行政的な救済措置を講
ずることとしたものであり、原因者と被害者の個別
的因果関係を問わず、社会全体で石綿による健
康被害者の経済的負担の軽減を図るべく制度化
されたものである。
②	 給付内容・水準
給付内容は、逸失利益や積極的損害の額、慰

謝料等の損害項目を積み上げて厳密に填補する
補償ではなく、医療費、入通院に係る諸雑費、介
護や付添に係る費用、葬祭料などを含む見舞金
的なものとなっており、具体的には、制度設計に際
しては医薬品副作用被害救済制度の給付内容
が参考とされている。しかしながら、医薬品副作
用被害救済制度は、全額事業者負担による一種
の損害保険（的）制度として、被害者を補償に相
当する程度に救済するための高い給付水準を備
えた制度であるのに対し、石綿健康被害救済制
度は行政上の緊急的な救済措置として行われる
公的給付の制度であるという点で性格の違いが
ある。
したがって、石綿健康被害救済制度では、医

薬品副作用被害救済制度の給付項目のうち、よ
り補償的色彩の強い、逸失利益を考慮した生
活保障的な給付項目である障害年金（障害児養
育年金）及び遺族年金（遺族一時金）は、採用さ
れておらず、医療費（自己負担分）、療養手当（月
103,870円）及び葬祭料（199,000円）が給付内容
となっている。

また、救済制度導入前に死亡した被害者及
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び制度導入後に認定申請をしないで当該指定
疾病に起因して死亡した者の遺族に対しては、
特別遺族弔慰金（2,800,000円）及び特別葬祭料

（199,000円）が給付されている。これは、石綿が
我が国の経済全体に大きな便益をもたらしてきた
中で、一部の被害者のみが犠牲を払い、石綿によ
る被害と認識せずに何らの救済も受けられないま
まに石綿による重篤な疾病により死亡したという特
殊な状況にかんがみ、国が特別に弔慰を表明し、
その遺族に対し給付を行うものである。

給付水準については、制度が民事責任に基づ
くものとされていないという性格を有するところか
ら、医薬品副作用被害救済制度、原子爆弾被爆
者に対する援護制度に基づく給付制度等、類似
の制度との均衡を考慮しながら、設定されている。
そのうち、療養手当については、入通院に伴う諸
経費という要素に加えて、介護手当的な要素が含
まれている。入通院に伴う諸経費的要素につい
ては、療養に伴う交通費や生活品等のための諸
経費が、医薬品副作用被害救済制度や原子爆
弾被爆者に対する援護制度に準拠して定められ
ている。介護手当的な要素については、中皮腫
や肺がんといった石綿による疾病が、予後の悪い
重篤なものであることにかんがみ、近親者等による
付添や介助用具に必要な手当が、原子爆弾被爆
者に対する援護制度の介護手当（中度）に準拠し
て定められている。なお、疾病の予後の悪さを特
に考慮し、給付は月当たりの最高額を定めた上で
実際に要した介護費用相当額の実費について行
うのではなく、定型化された定額の給付が被認定
者に対して一律に行なわれている。
③	 費用負担
費用負担は、原因者と被害者の個別的因果関

係を問わず、社会全体で石綿による健康被害者
の経済的負担の軽減を図るという制度の趣旨に
かんがみ、事業者、国、地方公共団体のそれぞれ
が拠出している。

事業者からの拠出については、すべての事業
主を対象とした一般拠出金、石綿の使用量等に
ついて一定の要件に該当する事業主を対象とし
た特別拠出金がある。

一般拠出金は、すべての事業主等が事業活動
を通じて石綿の使用による経済的利得を受けてい
ることに着目し、報償責任の観点から負担を求め
ることとしたものである。すなわち、建材や自動車
部品等の石綿を含有する製品を製造する事業主
のみならず、多くの事業主が、石綿を使用した建
築物を事務所とし、石綿を使用した自動車を営業
車としてきた。また、石綿を含有するパッキングを
使用する発電所で発電された電気や、石綿を含
有するセメント水道管を通じて届いた水を資源とし
て使用し事業活動を行っていることを考えれば、お
よそあらゆる事業主は、石綿の使用による経済的
利得を受けてきたものと考えられることから、労働
者等を使用するすべての事業主から費用を徴収
することとしたものである。

特別拠出金は、石綿との関係が特に深い事業
活動を行っていたと認められる事業主について、
石綿による健康被害に関してより大きな責任を負う
べきものと考えられることから、当該事業主の要件
は、石綿の使用量、指定疾病の発生の状況その
他の事情を勘案して政令で定める要件に該当す
る者とされている。

（2）	今後の石綿健康被害救済制度の基本的な考
え方について

石綿健康被害救済制度を、医薬品副作用被
害救済制度や労災保険制度といった保険（的）制
度と比較した場合、次のような点を指摘することが
できる。すなわち保険（的）制度は、①責任を有す
る者が明確に存在し（特に労災保険制度は、労
働基準法第75条以下で災害補償責任を負ってお
り、その責任については、使用者の過失の有無を
問わない無過失責任となっている）、かつそれらが
誰しも健康被害等の原因者となりうる存在であるこ
とを踏まえ、②将来のリスクを考慮し、③予め納付
された保険料を基としてそれに応じた保険給付を
行っているものである。これに対し、労災保険制
度の対象外であって石綿健康被害救済制度の
対象となる石綿健康被害者については、①責任を
有する者の特定が極めて困難であり、②基本的に
は過去の石綿ばく露によって生じた健康被害であ
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り、③責任を有する者が不明確であるがゆえに費
用負担すべき者を確定できない。このような相違
があるところから、責任を負う可能性があり、かつ
その者の将来のリスクに備えるという意味での保
険加入者を想定することが難しく、保険（的）制度
としての性格にはなじまないものといえる。

次に、民事責任を踏まえた補償制度とすること
については、次の点を指摘することができる。民
事責任を踏まえた補償制度である公害健康被害
補償制度は、著しい大気汚染を背景として、①被
害者と原因者について、疫学的知見等に基づい
て法的因果関係を推定することが全く不可能とい
うものでもなく、②原因者たりうる排出事業者の賦
課金を原資として損害賠償に相当する補償を行っ
ているのに対し、石綿健康被害救済制度の対象
となる被害者に関しては、①原因者や、排出実態、
汚染状況等に関する知見が整っておらず、②公
害健康被害補償制度でいうところの賦課金といっ
たものの徴収対象者を特定することが難しいた
め、同様の性格とすることが困難といえる。

なお、仮に因果関係が明らかなことを前提とし
た補償制度を構築しようとした場合には、論理的
には、現行の石綿健康被害救済制度で救済対象
となっている者の多くが制度から漏れてしまう可能
性が高くなり、救済の観点からは望ましくない。

最後に、予防接種法に基づく健康被害救済制
度に類似した制度を構築することについては、そ
もそも石綿による健康被害が、予防接種のように
地域の免疫力を高めて疾病の蔓延を防止すると
いった公共政策的な見地をも含めた施策として、
国の直接的に実施した行為によって発生したもの
ではないため、同様の考え方を当てはめることは
困難といえる。

以上のことから、現行の石綿健康被害救済制
度については、今後とも制度を取り巻く事情の変化
を注視しつつも、当面は現行の基本的な考え方を
維持していくこととするほかないと考える。

ただし、小委員会での検討過程では、個別意見
として、早急に立法的措置を講じて補償制度に切
り替えるか、せめて給付の点において、労災補償
や公害健康被害補償と同等の救済を実現できる

ものにすべきであるとの意見があった。

（3）	救済給付の考え方について

（2）を踏まえ、石綿健康被害救済制度の基本的
な考え方を維持するとした場合、どこまでの救済
給付が可能か検討を行った。

現行の救済給付は、健康被害者の経済的負担
を軽減するという観点から、医療費を中心としたも
のとなっている。一方、補償的色彩の強い逸失利
益や慰謝料は、原因者の負担に基づく公害健康
被害補償制度や保険料に応じた保険給付を行う
労災保険制度等の保険（的）制度では支給されて
いるものの、現行の石綿健康被害救済制度が、あ
くまでも責任の有無を問わずに救済措置を実施す
るという性格を維持する以上は、費用負担者の在
り方、また類似の他制度との衡平性からして、現
行の救済給付を上回る変更を理論的に裏付け、
説明することは容易ではない。
また、患者団体等へのヒアリングの中で、「1.	は

じめに」で紹介したとおり、給付の増額を求める意
見が出されたものの、制度対象者に対する制度
利用アンケート（以下「制度利用アンケート」とい
う。）において被認定者の認定疾病の療養の状況
等について確認したところでは、調査対象月の医
療費が給付額を上回ったとされる件数は少数であ
り、おおむね現行制度が必要に応えたものとなっ
ていると考えることもできる。

以上を踏まえると、現行の救済給付を上回る変
更を行うことは困難であり、当面は社会経済状況
を踏まえつつ、着実に制度全体を運用していくこと
とせざるを得ないと考える。

ただし、小委員会での検討過程では、個別意見
として、制度の基本的な考え方を維持する場合で
あっても、救済の内容及び水準を改善することは
可能であり、速やかに改善に向けての具体的検討
に踏み切るべきであるとの意見があった。

3.	 運用の改善・強化や調査研究等の推進
等について



24   安全センター情報2011年10月号

（1）	健康管理について

健康管理については、労働者を対象として、現
に労働に従事する者に対する健康診断の実施が
事業者に義務付けられており、また離職した者に
対しては健康管理手帳制度により健康診断が実
施される。健康管理手帳制度は、石綿ばく露によ
る健康被害のリスクが高い石綿製造業務や、取
扱い業務に従事していた離職者に対して、エック
ス線写真による検査を含む定期的な健康診断を
実施するもので、国の責任（費用は労災保険から）
で実施し、疾病の早期発見に努めるものである。
また、現に労働に従事する者に対する健康診断
については、事業者の責任（費用負担含む）で実
施される。

一方、石綿ばく露による健康被害のリスクが低
いあるいは不明な一般住民の中には、検診を受け
る機会がなく、不安を抱いている者がおり、こうし
た者の不安感の解消を図ることは重要である。た
だし、石綿関連疾患を発見するには、胸部の単純
レントゲン写真のみならず、より放射線被曝量の多
いCTなども使用する必要がある。不安感解消と
いうメリット、放射線被曝というデメリットを、科学的
根拠に基づき、比較考量する必要があるとともに、
その他、対象や方法、費用負担等についてさらに
検討すべき問題が残る。また、その事務について
医療機関や地方公共団体等を含め、いずれの主
体がこれを担うべきか、といった実施体制に関する
制度的問題も存在する。

これまで、環境省の「石綿の健康リスク調査事
業」が全国7地域で実施され、関係地方公共団
体の協力のもと、石綿ばく露の医学的知見と健康
影響との関係に関する知見が収集されてきたが、
平成22年度からは、この調査を拡充し、調査対
象者を5年間追跡するコホート調査が行われてい
る。しかしながら、調査対象者については、調査
対象地域内の医療機関で検査を受けることができ
ることを要件としているため、結果として、現在も当
該地域及び近隣地域に居住する者のみが対象と
なっている。このため、過去に当該地域に住んで
いた者をなるべく多く含めた形で調査を行い、どの

ような症状、所見、石綿ばく露のある者が健康管
理の対象となるべきか等、健康管理によるメリット
が、放射線被曝によるデメリットを上回るような、より
効果的・効率的な健康管理の在り方を引き続いて
検討・実施するべきである。
また、既存の結核検診、肺がん検診等にあわせ

て、例えば、胸膜プラークの所見を発見した場合
には、健康管理に必要な情報提供等を行うよう促
すことができないかどうかを検討するべきである。

ただし、小委員会での検討過程では、個別意
見として、全国地域を問わずに健康管理制度を
導入すること自体に法律的問題があるとは考えら
れず、被害者団体や関係自治体からも再三要望
されていることから、引き続き法改正による健康管
理制度の導入を検討すべきであるとの意見があっ
た。

（2）	運用の強化・改善

①	 労災保険制度との連携強化
現在、石綿健康被害救済制度と労災保険制度

間では、制度対象者が適切に申請を行えるよう、
環境再生保全機構（以下「機構」という。）及び労
働基準監督署相互の窓口に、両制度のパンフレッ
トを置く等制度の周知に努めている。

しかしながら、本来労災保険制度に申請すべき
者が、労災保険制度の存在や自分が労災保険制
度に申請できることを知らない、あるいは知っては
いるが労災保険窓口への申請を躊躇し、機構の
方に申請する事案がいまだあることから、作業従
事歴のある申請者等については、申請者本人に
労災保険制度について説明し申請を促すのみな
らず、個人情報の取扱いに留意しつつ、機構から
労災保険窓口へ直接連絡することを検討するべ
きである。

このほか、労災保険制度との連携強化に関して
は、石綿健康被害救済制度、労災保険制度等に
おける認定者と中皮腫死亡者との関係等の情報
についても、認定状況とともに、定期的に公表して
いくことが重要である。
②	 認定に係る対応の迅速化に向けた取組の強
化

特集/石綿健康被害救済法の見直し
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現在、療養中の者に係る申請から認定等の決
定までの平均処理日数は約半年となっているが、
中皮腫は予後の悪い疾患であるため、生存中に
給付できるよう、認定に係る期間の短縮に向けた
努力が必要である。また、制度利用アンケートに
おいても、申請から認定までの期間の短縮を求め
る意見が出ているところである。

申請から認定等の決定までに時間がかかる原
因の一つとして、申請書に添付される医学的資料
の不足が挙げられる。特に、中皮腫はまれな疾患
であり、臨床例として扱った経験の無い医師も多
いことから、中皮腫の取扱いが多い医療機関のみ
ならず、一般の医療機関に対する制度の周知が
必要であると考えられる。また、医療機関から適
正な医学的資料が提出されるよう、機構による学
会を通じたセミナーの開催やパンフレット配布等を
通じて、医療機関への石綿健康被害救済制度、
特に認定の判定基準に関する周知を行い、可能
な改善を図っていくことが重要である。

また、時間がかかる他の原因として、現在、環
境大臣による医学的判定の結果、追加の補足資
料を求める場合には、一度申請者に通知し、そこ
で申請者の承諾を得て、機構が直接医療機関と
調整し、資料を収集していることも挙げられる。こ
のため、機構が申請段階から、申請者の同意をと
り、医療機関の申請実績を勘案しつつ、直接、連
絡や調整を行う方向で検討を進めるべきである。
以上を通じて、認定にかかる期間の一層の短縮
に向けた取組を進めるべきである。

なお、認定に係る期間の短縮に向けた努力を
行っていることを申請者等に明示するために、認
定等の決定までの期間に関する情報公開や、申
請者から個別の問い合わせがあった場合に進捗
状況を伝える等の取組を引き続き実施すべきであ
る。
③	 特別遺族弔慰金対象者への周知
平成18年3月以前に石綿由来の指定疾病（中

皮腫、肺がん）で亡くなられた方の遺族に対する特
別遺族弔慰金等（約300万円）については、その申
請件数が徐 に々減少しつつあり、現在は月10件程
度となっている一方、未だ申請されていない方も存

在している。
このため、現在も機構において制度周知のため

の広報を実施しているところであるが、一層の広
報活動を通じて、遺族が制度について知らないこ
とのないよう努めるとともに、必要に応じ、適切な対
応をすることが重要である。加えて、中皮腫に罹
患し死亡された方の遺族に対し、個別に救済制
度の周知を行うなどの掘り起こし策を適切に実施
することで、救済給付を受ける権利を有する遺族
が漏れなく救済給付を受けられるよう努めるべきで
ある。
④	 医療機関等への知識の普及や治療等に関
する情報の提供
医療機関に対する中皮腫等の専門的診断に

関する普及啓発については、平成21年度より、医
療機関向け講習会事業を行い、診断経験の少な
い地域を中心に普及啓発を図っているところであ
るが、地域医療の現場との連携を強化するため、
日本医師会等の協力を得ながらこれを拡充し、ま
た、講習事業等に関する情報をホームページに掲
載することなどを通じて、医療機関の診断・治療レ
ベルを一定以上に保つための石綿関連疾患の診
断方法、治療方法に関する情報提供を実施する
ことが重要である。

（3）	調査研究の推進

制度利用アンケートにおいては、被認定者や家
族がより良い療養を行えるような環境整備としてど
のようなものが必要かとの問に対し、治療法の研
究・開発、治療法や療養、介護に関する情報提供
という回答が多数出されたところである。

診断や治療が容易でない中皮腫については、
情報を集約し、治療法などに応じた予後の分析を
行うことは治療法の向上を図るため重要である。
このため、中皮腫についてもがん登録制度を参考
にしつつ、救済制度の中で機構に集まる治療内
容や生存期間の情報を活用しながら調査研究を
行い、その結果を広く認定患者や、医療機関に対
し、情報提供することについて検討すべきである。

この他、肺がんに比べて著しく予後が悪く新た
な治療方法がない中皮腫に対する日本発の新た
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な治療法の開発や早期発見、早期診断のための
研究について、関係府省等とも連携しながらその
推進に向けて努力すべきである。

（4）	石綿健康被害の未然防止の取組の推進

石綿健康被害の発生を未然に防止するための
施策も極めて重要である。このことは、本小委員
会の検討事項である「今後の石綿健康被害救済
制度の在り方」と直接には関係しないものの、新た
な石綿健康被害を引き起こさないことが究極的に
は本制度と関係すること、また平成23年3月に発生
した東日本大震災により、倒壊した建築物等から
の石綿飛散が懸念され、それによる健康被害が将
来起こるおそれも存在することから、引き続き、こう
した未然防止策の推進を図ることが重要である。

4.	 おわりに

本報告は、石綿健康被害救済制度の基本的
考え方及び救済給付について、現段階までの検
討の結果を取りまとめたものである。また、それ以
外に健康管理の在り方、労災保険制度との連携
強化、認定に係る対応の迅速化に向けた取組の
強化、特別遺族弔慰金対象者への周知といった
運用の強化・改善策、調査研究の推進等について
も取りまとめた。

石綿健康被害救済制度については、今後とも
制度を取り巻く状況の変化に注視をしつつ、
検討すべきであると考える。

中央環境審議会	環境保健部会
石綿健康被害救済小委員会名簿

（五十音順	○：委員長	平成22年4月28日現在）

○浅		野	 直		人	 福岡大学法学部教授
	 今		村	 聡	 社団法人日本医師会常任理

事
	 内		山	 巌		雄	 京都大学名誉教授
	 太		田	 稔		明	 兵庫県健康福祉部医監
	 大		塚	 直	 早稲田大学法学部教授
	 岸		本	 卓		巳	 独立行政法人労働者健康福

祉機構岡山労災病院副院長
	 清		水	 英		佑	 東京慈恵会医科大学名誉教

授
	 新		美	 育		文	 明治大学法学部教授
	 古		谷	 杉		郎	 石綿対策全国連絡会議事務

局長
	 三		浦	溥太郎	 横須賀市立うわまち病院副院

長
	 椋		田	 哲		史	 社団法人日本経済団体連合

会常務理事
	 石綿による健康被害に係る医学的事項に関す
る検討会委員（中央環境審議会環境保健部
会・石綿健康被害判定部会委員）

	 井		内	 康		輝	 広島大学大学院医歯薬学総
合研究科教授

	 酒		井	 文		和	 埼玉医科大学国際医療セン
ター放射線科教授

	 坂		谷	 光		則	 独立行政法人国立病院機構
近畿中央胸部疾患センター院
長

石綿健康被害救済小委員会経過

第1回	 2009年11月27日
第2回	 2010年	1月	8日
第3回	 2010年	1月22日
第4回	 2010年	2月24日
第5回	 2010年	3月	5日
第6回	 2010年	4月28日
第7回	 2010年	5月21日
第8回	 2010年	7月28日
第9回	 2011年	2月14日
第10回	 2011年	6月10日

ワーキンググループ経過

第1回	 2010年	8月19日
第2回	 2010年	9月22日
第3回	 2010年11月12日
第4回	 2011年	1月14日

※http://www.env.go.jp/council/05hoken/
yoshi05-08.html

特集/石綿健康被害救済法の見直し



安全センター情報2011年10月号   27

原子力施設の被ばく管理は
規制の枠組み再検討が必要
西野方庸
関西労働者安全センター事務局長

≪対処ができないまま迎えた緊急作業≫

歴史上例をみない原子力事故である福島第一
原発事故が、現行の放射線被ばくを規制する法
令が予想できていない状況を生み出したというの
がことのはじまりでした。

労働安全衛生法にもとづく電離放射線障害防
止規則（以下「電離則」といいます。）は、「放射
性物質が多量にもれ、こぼれ、又は逸散」（第42
条）するような事故が起きて、「その事故によって
受ける実効線量が15mSvを超えるおそれのある
区域」（第42条）が生じた場合で、「放射線による
労働者の健康障害を防止するための応急の作業
を行うときは」（第7条）、100mSv/5年を超えず、か
つ、50mSv/1年を超えないとする被ばく限度（第4
条）を「超えて放射線を受けさせることができる。」

（第7条）とし、この場合の特別の被ばく限度を「実
効線量については、100mSvを超えないようにしな
ければならない。」と定めています。

同様に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉
の規制に関する法律（原子炉等規制法）にもとづ
く実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規
則（以下「実用炉規則」といいます。）も、「原子
炉施設に災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合、原子炉の運転に重大な支障を及ぼす
おそれがある原子炉施設の損傷が生じた場合等
緊急やむを得ない場合においては、放射線業務
従事者をその線量が経済産業大臣の定める線
量限度（実効線量について100mSv）を超えない
範囲内において緊急作業に従事させることができ
る。」（第9条）としています。

どちらも、規定している緊急作業であれば、
100mSvを超えない範囲で被ばくを受け「させるこ
とができる。」としているのです。

しかし、3月12日の手作業によるベント作業を行っ
た作業員が、10分程度で100mSvを超える放射線
を浴び、同じ日に1号炉、14日3号炉、15日4号炉と
水素爆発が起き、外部に放射性物質が大量に漏
れ出していることが明白な状況となってしまいまし
た。この後、事故の収束へ向かうための作業を進
めるならば、どのような防護対策をとっても、法令を
遵守し得ない作業が必須となる可能性がある状
況になってしまったというわけです。

この状況のなか、政府内で被ばく限度引き上げ
のための、臨時の省令改正作業がはじまります。
報道によると原子力安全保安院と厚生労働省の
やり取りのあと、厚生労働省の側で250mSvという
数字が浮かび上がり、14日午後には放射線障害
の防止に関する技術的基準についての諮問機関
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である放射線審議会に、100mSvから250mSvへ
の臨時的引き上げについて諮問することとなりま
す。そして、同日17時半に全員に返信メールとい
う方法で始まった臨時の審議は、翌15日午前3時
まで行われ、「東日本大震災に起因して原子力
災害対策特別措置法第15条第2項の規定による
原子力緊急事態宣言がなされた日から、同条第4
項の原子力緊急事態解除宣言がなされた日まで
の間、同法17条第8項に規定する緊急事態応急
対策実施区域において、特にやむをえない緊急の
場合」に適用を限定して、妥当と答申しました。

これを受けて3月15日付けで、14日にさかのぼっ
て、実用炉規則に基づく線量限度等を定める告示
と電離則第7条第2項の二つの改正省令が公布
され（同様に人事院規則10-5については16日）、同
時に発せられた厚生労働省の行政通達では「特
にやむを得ない緊急の場合」について「事故の制
御と即時かつ緊急の救済作業を行うことがやむを
得ない場合をいうこと。」という行政解釈が付け加
えられました。

このように、今回の被ばく線量の引き上げは、法
令が前提としていた事態を超えてしまった状況に
合わせるため、無理をして臨時的、限定的に行わ
れたものということになります。いいかえれば、本来
どのような事態であっても適用されるようにできて
いるはずの法令を、変えなければ事態に対応でき
なかったということです。

そういう前代未聞の措置をとらざるを得なかっ
たわけは、放射線被ばくには他の有害物質にはな
い「確率的影響」があるという特徴への対処方法
と、それを労働の中にどのような仕組みとして位置
づけるのかということに、いまだ答えが見出せてい
ないまま事態を迎えてしまったということにあると考
えられます。

≪被ばく限度は「我慢」限度≫

そもそも電離則等で定められている放射線被ば
くに対する規制は、ICRP（国際放射線防護委員
会）の主勧告にもとづいて定められてきました。現
行の規制は、ICRPの1990年勧告（Publication	

60）にもとづくもので、放射線審議会がその取り入
れについて1998年に意見具申を行い各規則の改
正が行われました。

職業被ばく限度について、それまでの50mSv/
年に加えて、100mSv/5年が加えられたのがこの
ときの改正です。以前からあった50mSv/年の根
拠は、「放射線と関係のない安全性が高いと考え
られる産業における事故死の率」であるとされる
年間1万人に1人の死亡と、被ばくによる確率的影
響である発がんの増加を比較して定められたもの
でした。それに対し、1990年勧告では、線量を長
期間にわたり被ばくし続けたときの個人の放射線リ
スクが「容認できない」レベルの下限値と判断で
きる線量を限度設定の根拠とすべきであるとして
評価を行っています。その結果、20mSv/年の連
続被ばく（生涯1Sv≒20mSv/年×47年）により起こ
ると考えられる確率的影響による18歳の人の平均
余命の減少（0.5年）等がこの限度に相当すると判
断し、現行法令では100mSv/5年として取り入れら
れたのでした。

要するに、これ以上の被ばくで症状が出るという
「しきい値」が存在せず、被ばく量と発症確率が
比例の関係にあるという確率的影響の性質があ
り、原子力施設、医療や工業等での人工的な放
射線利用が行われるという二つの前提のまえで、
どこまで人が我慢するのが妥当かという線量が被
ばくの限度ということになります。

≪具体的でなかったICRP	Pub.90≫

それでは、問題の緊急時の職業被ばくについて
ICRPはどのように勧告しているでしょう。1990年勧
告は概ね次のような考え方を示していました。

1990年勧告の基本的考え方

（1）	事故に直接伴う職業被ばくは、理想的には、
平常状態において許される範囲内に線量を抑
えることを目標とすべきであるが、重大な事故時
には常にそうできるとは限らないかもしれないとし
ている。

（2）	緊急時の被ばくとしては、事故に直接起因す

原発労働者の放射線被ばく対策
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る被ばくに加えて、緊急時の間と救済措置時の
緊急チームの被ばくがあるとしている。また、緊
急時の線量は、平常の線量とは区別して取り扱
われるべきであるとしている。

（3）	重大事故時においては、事故の制御と即時
かつ緊急の救済作業における被ばくは、人命救
助を例外として、約0.5Svを超える実効線量とな
らないようにすべきであるとしている。また、皮膚
の等価線量については、約5Svを超えることは許
されるべきではないとしている。

（4）	緊急事態がいったん制御されたならば、救済
作業における被ばくは、行為に伴う職業被ばく
の一部として扱われるべきであるとしている。

（5）	1990年勧告では、1977年勧告の「計画特別
被ばく」という考え方はなくなるとともに、「年限度
の2倍を超えたならば医学的検討の対象とすべ
き」という表現もなくなっている。
「ICRP1990年勧告（Pub.60）の国内制度等へ

の取入れについて」1998年6月、放射線審議会意

見具申より

チェルノブイリ原発事故（1986年）、ゴイアニア被
ばく事故（1987年）と大きな被ばく事故が続いた後
の勧告なので、緊急時についてそれまで以上に具
体的な記述となっています。しかし、平常時とは
区別して取り扱い、人命救助を例外として0.5Svと
ならないようにすべきとしつつも、それ以上の具体
的な提言をしているわけではありません。日本の
緊急時の被ばく限度は、この勧告の前から平時の
2倍の100mSvでしたが、この1990年勧告の取り入
れにあたって放射線審議会は変更する必要はな
いと結論しました。

≪2004年ICRPは「情報を得た志願者」≫

2004年10月、ICRPは「放射線攻撃時の被ばく
に対する公衆の防護」と題した勧告（Pub.96）で、
緊急時における職業上の被ばくについて、具体的

表1　職業被ばくのためのガイダンス（ICRP	Pub.96	表4.1）

緊急作業の種類 線量ガイダンス値

救助作業* 人命救助、重篤
な傷害の防止、
又は破局的状態
への進行防止活
動

原則として、他者への便益が救助者自身のリスクを明確に上回る場合、そしてこの
場合にのみ、線量制限は勧告しない。別のやり方として、健康への確定的影響を避
けるためにあらゆる努力がなされるべきである（すなわち、1,000mSv未満の実効線
量は重篤な確定的健康影響を回避するはずであり、また以下に示すように、1年間
の最大線量限度の10倍未満は他の確定的健康影響を回避するはずである）。

多くの人々を傷
害や高線量の被
ばくから守るため
の、その他即時
で緊急の活動

・	線量を1年間の最大限度の2倍未満に保つように、あらゆる合理的な努力をすべ
きである（以下参照）。

回復及び復旧作業を含む、そ
の他の作業

通常の職業線量限度が適用される。すなわち
・	5年間の平均で20mSv/年（5年で100mSv）の実効線量限度。さらに、いかなる1

年においても以下の規定が加わる：
・	実効線量は50mSvを超えるべきではない、また
・	等価線量は以下を超えるべきではない
－眼の水晶体に対し150mSv
－皮膚に対し500mSv（皮膚の最も高く照射された部位の1cm2当たりの平均線量）
－手足に対し500mSv

＊	通常の職業被ばく限度を超える線量につながるかもしれない条件下では、作業者は志願者であるべきであり、また放
射線の危険を扱う際に、情報を得た上での決断をするように指導を受けるべきである。妊娠をしている可能性のある
又は授乳中の女性作業者はこれらの作業に参加すべきではない。
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な線量の指針を打ち出します。これをまとめたもの
が前頁の表1で、人命救助等の救助作業につい
て「他者への便益が救助者自身のリスクを明確に
上回る場合」という条件で線量制限を取り払って
います。また、その他の救助作業であっても「通常
の職業被ばく限度を超える線量につながるかもし
れない条件下」で、作業者は「志願者」であり「情
報を得た上での決断をするように指導を受けるべ
き」と条件を設定しています。

そして、最も新しい主勧告である2007年勧告
（Pub.103）では、被ばく状況を表2のように3つのタ
イプに分けて、それぞれの状況に応じた放射線防
護のアプローチを勧告するものとなっています。

具体的には、被ばく防護を前もって計画でき、被
ばくの大きさと範囲を予測できる平常の状況を「計
画被ばく状況」、不測の事態がおきて急を要する防
護対策と長期的な防護対策が要求されるかもしれ
ない状況を「緊急時被ばく状況」、そして緊急時
ではないが既に汚染があるなどの状況を「現存被
ばく状況」としています。そしてそれぞれの被ばく

状況ついて、職業被ばく、公衆被ばく、医療被ばく
に分けて線量制限の方法を示したのが表3です。

職業被ばくについて計画被ばく状況では、従
来の線量限度に加え、線源関連の制限に着目した
「線量拘束値」の考え方が加わり、緊急時被ばく
状況では「参考レベル」という用語が新たに提唱
されています。参考レベルとは、それを上回る被
ばくの発生を許す計画の策定は不適切であると
判断され、またそれより下では防護の最適化を履
行すべき、線量またはリスクのレベルをあらわす用
語とされました。つまり、これまで使用してきた被ば
く限度とは異なり、「これ以上を認めない」というも
のではなく、いわばベンチマークとしての性格を持
つものということになります。2007年勧告は次のよう
に説明します。
「計画された防護戦略の履行の結果としての

線量の分布は、戦略の成否に依存して、参考レベ
ルより高い被ばくを含むこともあり、含まないこともあ
る。しかしながら、もし可能であれば、参考レベル
より高いどのような被ばくも、参考レベルより低いレ

表2　被ばく状況のタイプ

計画被ばく状況 線源の意図的な導入と運用を伴う状況。計画被ばく状況は、発生が予想される被ばく（通常被
ばく）と発生が予想されない被ばく（潜在被ばく）の両方を生じさせることがある。

緊急時被ばく状況
計画された状況を運用する間に、若しくは悪意ある行動から、あるいは他の予想しない状況か
ら発生する可能性がある好ましくない結果を避けたり減らしたりするために緊急の対策を必要
とする状況。

現存被ばく状況 管理についての決定をしなければならない時に既に存在する、緊急事態の後の長期被ばく状
況を含む被ばく状況。

表3　委員会の防護体系に用いられる線量拘束値と参考レベル（ICRP	Pub.103	表4）

被ばく状況のタイプ 職業被ばく 公衆被ばく 医療被ばく

計画被ばく 線量限度
線量拘束値

線量限度
線量拘束値

診断参考レベルd）

（線量拘束値e））
緊急時被ばく 参考レベルa） 参考レベル ＿b）

現存被ばく ＿c） 参考レベル ＿b）

a）	長期的な回復作業は計画された職業被ばくの一部として扱うべきである。
b）	該当なし。
c）	長期的な改善作業や影響を受けた場所での長期の雇用によって生じる被ばくは、たとえその線源が“現存する”とし

ても、計画職業被ばくの一部として扱うべきである。
d）	患者。
e）	介助者、介護者及び研究における志願者のみ。

原発労働者の放射線被ばく対策
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ベルへの低減を目指した努力がなされるべきであ
る。」（235）

この緊急時被ばく状況における職業被ばくの
参考レベルの数字として、2007年勧告で上げて
いるのは、救命活動について情報を知らされた志
願者を前提として「他の者への利益が救命者のリ
スクを上回る場合は線量制限なし」、他の緊急救
助活動については1,000または500mSvとしていま
す。また、これ以外の救助活動については、「≦
100mSv」としていて、これまでの「被ばく限度」と
同じです（表4）。
また、ここで詳しく紹介することはしませんが、

ICRP勧告と連携して具体的な適用のための基
準としてIAEAがILO、WHOなどの国際機関と
共同して策定している「電離放射線に対する防
護と放射線源の安全のための国際基本安全基準

（BSS：Basic	Safety	Standards）」でも同様の
基準を設定しています。

放射線審議会は、1月の第二次中間報告でこ
の緊急作業時の被ばく管理基準の取り入れを提
言し、その際、参考レベルの数値を使用するときに
は、上限を意味しない用語として「線量の制限値」
という表現の使用を提案しています。

たしかに現実にたくさんの原子炉が稼動し、使
用済み核燃料が次 と々生み出され、それ以外でも
医療や工業における放射線事故も絶対にないと
はいえない状況の中で、ひとたび緊急事態が起き

たときの防護対策について、単純に限度を設ける
だけで対処できないことは明らかでしょう。ただし、
その前提として、ここまで紹介してきたような条件を
設定を設け、それを徹底することは不可欠といえま
す。

≪いまの福島に「緊急作業」は存在しない≫

さて、福島第一原発事故の収束作業が続いて
いる現在の状況を考えてみます。3月11日に事故
が発生し、原子炉等の冷却が不可能な状況とな
り、相当な被ばくが避けられない作業の必要が生
じたことから、作業の計画に当たってはICRP勧告
の緊急時被ばく状況として、防護対策を進めなけ
ればならないこととなりました。しかし、作業の計画
にあたって、被ばくを合理的に達成できる限り低く
保たれるべきという「防護の最適化」と、害より便
益を大きくすべきという「正当化」の二つの原則は
前提ですから、緊急時といえども全部の作業が法
令でいうところの「緊急作業」とすることは許され
ません。

はじめにふれたように、電離則、実用炉規則とも
に緊急作業を少しは具体的に定義していますし、
まだ法令への取り入れができていないとはいえ、
ICRP勧告やBSSで定義する緊急作業に該当す
る作業も、それほど多くはないといえます。実際、
結果的には相当な被ばくを余儀なくされたのは、3

表4　2007年勧告（表8）における緊急作業従事者の線量の制限に係る推奨値

職業被ばく 介入レベル＊1,＊2,＊3 参考レベル＊1,＊3

・	救命活動（情報を知らされた志願
者）

・	線量制限なし＊4 ・	他の者への利益が救命者のリスク
を上回る場合は線量制限なし＊5

・	他の緊急救助活動 ・	～500mSv ;	～5Sv（皮膚）＊4 ・	1,000または500mSv＊5

・	他の救助活動 … ・	≦	100mSv＊5

＊1：	別に指定されていなければ実効線量
＊2：	回避線量
＊3：	介入レベルは、特定の対策に関する回避線量をいう。介入レベルは、防護戦略の計画のための参考レベルを補完

するものとして、防護戦略の計画立案時に個々の対策の最適化に対し引き続き役立つ。これを残存線量という。
＊4：	ICRP	Pub.60
＊5：	ICRP	Pub.96。1,000mSv以下の実効線量は重篤な確定的影響を回避できるはずである。500mSv以下では、他の

確定的影響を回避できるはずである。
（放射線審議会「第二次中間報告」平成23年1月）
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月中に免震重要棟を中心に従事していた作業者
らでした。その後公表されている被ばくデータを
みても、4月以降に従事し始めた作業者について
は内部被ばくの評価値も合算した被ばく線量で
50mSvを超えたのは3人にまで減少しています。

原子力安全委員会が7月19日に公表した「今後
の避難解除、復興に向けた放射線防護に関する
基本的な考え方について」では、「福島第一原子
力発電所の周囲に、依然として緊急時被ばく状況
にある地域と現存被ばく状況にあると考えられる
地域が並存している。」という現状認識が示されて
います。そうであったとしても、職業被ばくの防護
においては、緊急時被ばくとして扱うことが正しくな
いといえる状況が多くをしめるといえるでしょう。
もう一度、表3の緊急時の職業被ばくで適用され

る参考レベルの注釈をみると、「a）長期的な回復
作業は計画された職業被ばくの一部として扱うべ
きである」とあり、現存被ばく状況の職業被ばくで
は参考レベルの適用は正しくなく、c）で「たとえそ
の線源が“現存する”としても、計画職業被ばくの
一部として扱うべきである。」とあります。
また、2007年勧告の後に2008年に公表された

「緊急時被ばく状況における人々に対する防護
のための委員会勧告の適用」（Pub.109）では、緊
急時対応従事者を3つに分類した1991年勧告の
「カテゴリー2：初期防護対策を実施し、公衆を防
護するための措置をとる対応従事者」について、
「実行可能な場合、計画被ばく状況の防護体系
と合致した防護にすべきであると勧告を修正」し
ていることに言及しています。

つまり、現在の福島第一原発をめぐる状況は、
職業被ばくにおいて計画被ばく状況として対応す
ることが適切であるということになります。

そうすると、ICRP勧告を参考にしたといいなが
ら、線量限度という管理のしかたをそのままにし
て、緊急作業時の被ばく限度を急遽250mSvにし
たという省令改正は、いまでは一刻も早く元に戻す
べきということになると思えるのです。そのうえで、
本来の緊急時被ばく状況への対処のための法令
整備について、真剣な検討を開始すべきといえま
す。原子力緊急事態解除宣言を待つ必要はどこ

にもありません。
なお、このような議論について、厚生労働省が

100mSvへ戻すことを検討しているとマスコミ報道
がありましたが、緊急の会議で引き上げを承認す
る答申を出した放射線審議会でも8月4日に開かれ
た総会で、議論の俎上に上っています。しかし、
いまだ250という数字はそのまま居座っているのも
現実です。

≪相反する「業務命令」と「志願者」≫

それでは緊急時被ばく状況について、今後どの
ような法令改正が必要でしょうか。

これは意外に難問なのかもしれません。冒頭紹
介したように、電離則も実用炉規則も条文は「従
事させることができる」とか「被ばくさせることができ
る」という書き方になっています。「使用され、賃金
を支払われる者」である労働者が、原子力事業者
などの指揮命令の下で業務に従事するという原則
で、放射線業務もやるわけですから当然です。
しかし、確率的影響が存在し、場合によっては

確定的影響さえ心配する量の被ばくの危険があ
る緊急作業について、単純に数字を引き上げ、業
務命令として「被ばくさせる」などという改正は許
されません。つまり、今回の引き上げの延長上に、
改正はあり得ないのです。

結局、「救命活動」や「壊滅的状況への発展
を阻止するための活動」のため、相当量の被ばく
をする業務の存在が否定できないならば、その業
務を遂行する人は「情報を十分に得た上での決
断による志願者」であって、「他者への便益が救
助者自身のリスクを明確に上回る」という条件を満
たすということを、関係法令に規定するということに
なります。しかもそれは、実効性が十分に確保さ
れるものでなくてはなりません。
ところが現行の規制では、情報を十分に得るど

ころか法令上の教育さえ受けていない放射線業
務従事者以外の者であっても、そのまま緊急作業
に従事できることになってしまっています（電離則
第7条第3項）。この点は、放射線審議会の第二次
中間報告が次のように指摘し、改正を提言してい

原発労働者の放射線被ばく対策
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ます。

	 	 緊急作業に従事する者は、原則として緊急
作業に志願した放射線業務従事者に限り、そ
の者の要件は「当該作業で発生する可能性
のある健康リスクを理解し、それを受け入れる
者」とするべきである。また、緊急作業に従事
する放射線業務従事者以外の防災業務関
係者の要件は、「緊急作業に志願し、教育等
をとおしてその作業で受ける可能性のある健
康リスクを事前に理解した者であって、緊急
時対応の訓練を受けた者」とするべきである。

7月25日の毎日新聞東京本社朝刊の記事「検
証・大震災：作業員、被ばく上限	首相『500ミリシー
ベルトにできぬか』」は、14日に緊急作業時の限度
を250mSvに引き上げた後、さらに500への引き上
げが検討され、一時はいつでも引き上げられるよう
に準備をするように官邸から原子力安全保安院
に指示があったと報じています。各省庁で検討
の後、17日に関係閣僚がそろった際、「ICRPの
500mSvは人命救助が必要なほどの緊急時を想
定している。今後、巨大な爆発が起きてそのよう
な事態が考えられるようなら国民に説明すべきだ
し、そうでないのなら引き上げる必要はないのでは
ないか」という防衛省幹部の総意をもとに「性急
に引き上げるのはよくない」と防衛大臣が述べ、引
き上げは幻に終わったといいます。

新聞報道がどの程度事実関係を反映している
かは分かりませんが、興味深いやり取りだと思いま
した。現実に緊急作業に従事しなければならない
（またはそのように指揮、命令をしなければならな
い）立場からすると、確率的影響が高まり、確定的
な影響も考慮に入れなければならない被ばくを余
儀なくされるなど、簡単に承服できるわけがありま
せん。犠牲をはらって任務を遂行せよというのなら、
そのような壊滅的状況が近づいていることを国民
に説明し、社会的な合意が必要というのはもっとも
なことだと思えます。

燃え盛る火災現場で人命救助のために危険を
承知で消防隊員は行動することがありますし、有
事のときの自衛隊員は、自らの生命に危険が及ん

でも任務を遂行することがあり得るかもしれません。
しかし、このような特別な公務には、あらかじめ社
会的な合意のもとで、自らの意思がある程度反映
していると考えることができます。リスクと便益の
評価方法は、歴史的にも検証があるでしょうし、さ
らにそのための訓練に日常の時間を費やしてきた
ということもあります。

それに対して、放射線の人体影響や防護につ
いての一定の知識を身につけているとはいえ、放
射線業務従事者が、きわめてまれな緊急作業に
業務命令で従事するというのはどうでしょう。五感
で感じることのない放射線にさらされ、発がんの危
険が増加する作業に従事するためには、ニュート
ラルな自らの意思決定がなければ、あまりにも不公
平ということになります。

≪元方事業者の責務と被ばく情報管理≫

放射線業務従事者の被ばく線量については、
一人ひとりについて測定と記録が義務付けられ、
その記録は電離則で30年の保存とされています。
原子力施設においては、事業場で5年の保存期間
を経た後、引渡し機関として規則に規定がある放
射線従事者中央登録センターに移し、永久に保存
されることになっています。一方で原子力施設に
ついては、事業所ごとの被ばく線量、労働者数に
ついて、四半期ごとと一年ごとに所轄の労働基準
監督署長へ報告することとなっています。

この労働基準監督署長への報告は、行政指導
（平成12年9月19日基発第581号）によるもので、
法律上の根拠は、元方事業者の義務が一般的に
規定された労働安全衛生法第29条にもとづくもの
とされています。報告書の様式は労働者数、総
被ばく線量、被ばく線量の分布等について、「原
子力事業者」と「関係請負人」に区分された数字
となります。

そのため、厚生労働省が公開する原子力発電
所の被ばく線量分布は、いつも社員と下請の二つ
にしか分かれず、下請の内訳分析のような対応は
不可能となってしまうわけです。今回の事故発生
以降、東京電力や厚生労働省が公表する被ばく
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線量や人数のデータも同様です。福島第一原発
事故が起きる前のデータをみると、毎年、総被ばく
線量の分布は、社員がごく一部で他の大半が下
請となり、下請のうち一次の請負事業者である日
立、東芝、関電工などの社員も含まれているわけ
です。重層的な下請構造が問題視されながら、
元方事業者の責任という漠然とした着目点による
行政指導なので、それ以上の法律効果は及ばな
いことになります。

行政通達では、元方事業者は関係請負人に対
し、安全衛生管理の職務を行う者を選任させ、安
全衛生協議組織を設置し、1月以内ごとに定期に
開催するなど、いろいろな安全衛生対策に関わる
連絡、指導、援助の対策を行うことを求めていま
す。もちろん、関係請負人がさらにその仕事の一
部を他の請負人に請け負わせている場合、その
担当者との連絡調整を行わせるとしています。し
かし、請負が二次、三次となるにつれ、その組織
体制が脆弱なことは明らかで、求められている安
全衛生管理が効果を及ぼすかは疑問なところで
す。
ところで、同様の重層的な下請構造により運営

されている建設業、造船業は、労働安全衛生法
第30条により、特定元方事業者として、「労働者
及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所
において行われることによつて生ずる労働災害を
防止するため」様 な々措置を講ずることが義務付
けられています。

また、製造業でも構内下請の労働者との混在
作業による労働災害を防止するため、2006年の労
働安全衛生法改正により第30条の2が新設され、
同様の措置が義務付けられることになりました。と
ころがこの第30条の2は、「製造業その他政令で
定める業種に属する事業（特定事業を除く。）の
元方事業者」と義務主体を設定しながら、「その
他政令で定める業種」はとくに定めていません。
製造業以外でも同様の問題をかかえる産業は、
装置産業の範疇に入る産業をはじめとして多く存
在するはずですが、このときには加えられませんで
した。

原子力発電所には、早くからこうした法律上の

規制が求められていたことは行政通達の中身をみ
ても分かります。にもかかわらず法律上の規制で
はなく、行政指導のレベルのまま推移してきている
のです。法律による強制力がなくとも、相手の原
子力事業者は大手なので、実務的な作業負担は
可能であって、実際に作業をする数次の下請会
社の社員の実情とは離れて、体裁だけが整えられ
たという見方もできます。そういう意味では、電気
の事業のうち少なくとも原子力施設の事業は、省
令改正をして強制力のある第30条の2が適用され
るようにする必要性は明らかといえるでしょう。

被ばく線量記録の引き渡し機関となっている、放
射線従事者中央登録センターにも同様の問題が
あります。法令上、放射線業務から離れて5年を
経過して以降は、引き渡し機関に記録を渡せば、
その後の保存義務は免除されるとしながら、肝心
の中央登録センターに法的根拠はありません。原
子力事業者が支払っている資金をもとに、財団法
人放射線影響協会が運営しているにすぎません。
だから集積されたデータは、疫学調査や個人情
報開示の手続き等が任意に整備されてはいるもの
の、それらは公的、言いかえれば民主的な運営が
担保されているわけではないのです。

現実に放射線管理区域で作業に従事している
労働者の生命と健康を守るためには、規制の枠組
みを含めて根本的な再検討が必要といえるので
はないでしょうか。それは福島第一原発事故の収
束作業に限ったことではありません。

参考 :平成12年9月19日基発第581号

原子力施設における放射線業務に係る
安全衛生管理対策の強化について

原子力発電所で放射線業務に従事する労働
者の被ばく管理対策については、昭和56年9月5日
付け基発第573号「原子力発電所における被ばく
管理対策の強化について」（以下「573号通達」と
いう。）により、原子炉設置者について労働安全衛

原発労働者の放射線被ばく対策
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生法（以下「安衛法」という。）第29条に基づく元
方事業者として着目し、安全衛生協議組織の設置
とその適正な運営、放射線作業管理計画の作成
とこれに基づく作業の実施及び放射線作業の報
告の措置を講じさせることにより、原子力発電所に
おける総合的な被ばく管理体制の確立と自主的
安全衛生活動の促進に努めてきたところである。

一方、昨年9月に発生した茨城県東海村のウラ
ン燃料加工施設における臨界事故については、
労働者に十分な安全衛生教育を実施していな
かったこと、不適切な方法により作業を行わせたこ
と等事業場における放射線業務に係る安全衛生
管理の不備が原因として挙げられたところである。
また、原子力発電所のみならず、試験研究用の

原子炉を有する施設においても、最近、事故・トラ
ブルが発生しているところである。

このため、昨年11月30日には、核燃料施設及び
原子炉施設において核燃料物質等を取り扱う業
務を行う場合には、当該業務に従事する労働者に
特別教育を実施すること及び作業に当たって作
業規定を定め、これにより作業を行うとともに関係
労働者に周知させることを義務付ける電離放射
線障害防止規則（以下「電離則」という。）等の改
正が行われ、本年1月30日から施行されたところで
ある。

ついては、これらを踏まえ、原子力施設における
関係請負人を含めた放射線業務に係る総合的な
安全衛生管理対策の万全を期するため、今後は、
下記により放射線業務に係る安全衛生管理対策
を強化し、その徹底を図ることとしたので、その実
施に遺憾なきを期されたい。

なお、573号通達は、本通達をもって廃止する。
記

1		 対　象
本通達は、次に定める原子力施設の管理区域

内における放射線業務を対象とする。
（1）	核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律第13条第2項第2号に規定する
加工施設

（2）	同法第44条第2項第2号に規定する再処理
施設

（3）	同法第53条第3号に規定する使用施設等
（同法施行令第16条の2に規定する核燃料物
質の使用施設等に限る。）

（4）	同法第23条第2項第5号に規定する原子炉
施設
2		 原子力事業者が元方事業者として実施すべ
き事項
放射線業務係る安全衛全管理（以下「安全衛

生管理」という。）については、安衛法及び電離
則に基づき各事業者に実施義務があるが、原子
力施設において数次の請負契約のもとに複数の
事業者の労働者が同一の作業場所で作業を行う
場合、上記1の原子力施設を設置する事業者（以
下「原子力事業者」という。）は、安衛法第29条の
元方事業者に該当することから、関係請負人が事
業者として実施する措置が的確に行われるよう同
人を指導又は援助するとともに、原子力施設全体
の安全衛生管理が適切に行われるよう、3に掲げ
る場合を除き、原子力事業者に次の事項を実施さ
せること。
（1）	原子力事業者における安全衛生統括者の
選任等
原子力施設全体の安全衛生管理が適切に行

われるよう、事業の実施を統括管理する者から安
全衛生統括者を選任し、同人に以下の（3）から

（12）までに掲げる次項を実施させること。
（2）	関係請負人における安全衛生管理の職務を
行う者の選任等
関係請負人に対し、安全衛生管理の職務を行

う者を選任させ、次に掲げる次項を行わせること。
イ	 安全衛生統括者との連絡
ロ	 安全衛生統括者から連絡を受けた事項の関
係者への連絡

ハ	 上記ロの安全衛生統括者からの連絡に係る
事項のうち当該関係請負人に係るものの実施
についての管理

ニ	 安全衛生統括者が行う以下の（3）から（12）
までに掲げる事項のうち当該関係請負人に係る
ものが円滑に行われるようにするための安全術
生統括者との調整

ホ	 当該関係請負人の労働者の行う作業及び当
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該労働者以外の者の行う作業によって生ずる、
電離則第42条第1項各号に掲げる被ばくにつな
がるおそれのある事故（以下「事故」という。）
に係る危険の有無の確認

ヘ	 当該関係請負人がその仕事の一部を他の
請負人に請け負わせている場合における当該
他の関係請負人の安全衛生管理の職務を行う
者との作業間の連絡及び調整

（3）	原子力事業者及び関係請負人による安全
衛生協議組織の開催等

イ	 関係請負人を含めた安全衛生協議組織を設
置し、1月以内ごとに1回（定常運転時等で安全
衛生管理上支障がない場合を除く。）、定期に開
催すること。また、当該協議組織には、安全衛
生統括者及び関係請負人における安全衛生
管理の職務を行う者を参加させること。

ロ	 安全衛生協議組織において協議すべきは、
次のとおりとすること。

（イ）	原子力事業者と関係請負人、関係請負人間
の連絡調整に関すること。

（ロ）	外部放射線量及び空気中の放射性物質の
濃度に係る作業環境測定の実施及びその結果
に基づく作業環境の改善に関すること。

（ハ）作業規定（労働者の被ばく管理及び労働者
の受ける線量当量の低減化の方策に関するこ
とを含む。）その他の安全衛生管理に関する規
定の作成又は改善に関すること。

（ニ）特別教育その他の放射線業務に係る安全
衛生教育の実施方法に関すること。

（ホ）	事故が発生した場合の避難その他の措置に
関すること。

（ヘ）事故の事例及びその再発防止策に関するこ
と。

（4）	関係請負人の把握
関係請負人の名称、責任者名、主たる事業場

の所在地、作業の内容、作業期間、労働者数及
びその他必要な事項を確実に把握すること。
（5）	管理区域に立ち入る関係請負人の労働者に
対する確認
管理区域に立ち入る関係請負人の所属労働者

について、放射線管理手帳の所持、特別教育等

放射線業務に係る必要な安全衛生教育の修了及
び電離放射線健康診断の受診を確認すること。
（6）	作業規定の作成等に対する指導又は援助
イ	 関係請負人が作成する作業規定について、
その内容が適切なものとなるよう必要に応じて
関係請負人を指導し、又は援助すること。

ロ	 関係請負人が行う作業のうち、労働者の1セ
ンチメートル線量当量が1日につき1ミリシーベル
トを超えるおそれのあるもの又は核燃料施設に
おける間欠的若しくは一時的作業で定常時より
も量の多い若しくは濃度の高い核燃料物質を
取り扱うものに係る作業規定については、あらか
じめ内容の確認を行うこと。

ハ	 関係請負人が関係労働者に作業規定の周
知を図るよう指導すること。

ニ	 関係請負人が行う作業について、作業場所
を巡視すること等により被ばく管理について重
点的に確認を行い、必要な場合には作業方法
の改善等について指導又は援助を行うこと。

（7）	被ばく状況の把握等
イ	 関係請負人の所属労働者の被ばく状況を確
実に把握し、その状況に応じて、作業環境の改
善等の必要な指導又は援助を行うこと。

ロ	 関係請負人に対し、所属労働者の被ばく線
量について当該労働者に通知するよう指導する
こと。

（8）	安全衛生教育に対する指導又は援助
イ	 関係請負人が行う特別教育、職長教育等の
放射線業務に係る安全衛生教育について、関
係請負人の要請等に応じて、必要な指導又は
講師の派遣、教材・施設の提供等に関する援助
を行うこと。特に、保護具、放射線測定器等の
実物を用いた教育の実施、視聴覚教材等を常
備した安全衛生教育施設の設置等に配慮する
こと。

ロ	 関係請負人が行う放射線業務に係る安全衛
生教育については、単に教育の実施の有無の
確認のみにとどまらず、教育資料の内容、具体
的な実施状況等についても把握することが望ま
しいこと。

（9）	作業環境測定

原発労働者の放射線被ばく対策
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関係請負人が行う外部放射線量及び空気中
の放射性物質の濃度に係る作業環境測定につい
て、関係請負の要請等に応じて、測定の方法等に
関する指導又は作業環境測定機関を斡旋するな
ど必要な援助を行うこと。なお、同一の作業場に、
原子力事業者と関係請負人が混在して作業を
行っている場合等において、原子力事業者が作業
環境測定を行い、その結果を共同して関係請負人
にも利用させて差し支えないものであること。
（10）	 電離放射線健康診断
イ	 関係請負人の行う電離放射線健康診断につ
いて、関係請負人の要請等に応じて、原子力
事業者が行う電離放射線健康診断時に併せ
て実施することや健康診断機関を斡旋すること
等必要な指導又は援助を行うこと。

ロ	 関係請負人の使用する労働者に係る健康管
理について、関係請負人の要請等に応じて、電
離放射線健康診断結果についての意見聴取、
保健指導その他必要な指導を原子力事業者
の産業医が行うなどの援助等を行うこと。また、
電離放射線健康診断結果に基づき関係請負
人の労働者に就業上の措置等を要する者が生
じた場合にも、関係請負人の要請等に応じて、
当該措置等に関して必要な指導を行うとともに、
当該措置が適切に行われるよう必要な配慮を
行うこと。

（11）	 事故時の避難等
事故が発生した場合の関係請負人を含めた連

絡、避難及び応急体制を確立するとともに、関係
請負人に対する周知及び必要に応じて関係請負
人を含めた合同の実地訓練を実施すること。
（12）	 事故の再発防止対策の確立

事故が発生した場合、事故に関わった関係請
負人と共に、その発生経過、連絡、緊急作業等に
係る問題点を十分に究明し、速やかに再発防止
対策を確立するとともに、関係請負人に周知させ
ること。
3		 定期検査工事等において原子力事業者及
び元請事業者が実施すべき事項
定期検査工事のように、施設又は設備の大が

かりな補修工事であって原子力事業者が外部の

工事業者に発注するもの（以下「定期検査工事
等」という。）においては、元請工事業者の下に関
係請負人が混在作業を行うこととなり、・元請工事
業者が特定元方事業者となることから、2の措置に
ついては、原子力事業者に代わって元請工事業
者に実施させること。
また、原子力事業者は、必要に応じて元請工事

業者を指導又は援助するとともに、2の（3）に基づ
き元請工事業者が設置する協議組織に、定期検
査工事等の発注に関して責任を有する者を参加
させること。
4		 報告等
（1）	事故等の報告

原子力事業者に対して、事故が発生したときは
速やかにその旨を報告するよう指導すること。
また、事故の発生原因及び再発防止策につい

ても分かり次第速やかに報告するよう指導するこ
と。
（2）	放射線作業の報告

放射線業務に係る作業のうち、労働者の1セン
チメートル線量当量が1日につき1ミリシーベルトを
超えるおそれのある作業を行う事業者に対して、
あらかじめ、様式第1号により放射線作業について
の届出をするよう指導すること（緊急作業の場合を
除く。）
また、当該作業終了後にあっては、従事した労

働者の平均線量当量、最高線量当量及び総線
量当量について、速やかに報告（様式任意）する
よう指導すること。
（3）	安全衛生管理状況の報告

原子力事業者に対して、上記3の場合を含め、
上記2その他の事項の四半期ごとの安全衛生管
理の状況等について、様式第2号及び第3号により
報告をするよう指導すること。
（4）	労働者の年間線量当量の報告

原子力事業者に対して、原子力施設構内にお
いて放射線業務に係る作業に従事したすべての
労働者（常駐のみならず定期検査工事等その他
の保守点検作業に従事した関係請負人の労働者
も含む。）の午間の線量当量について、様式
第4号により報告を行うよう指導すること。
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甲状腺検査とがん検診は100mSv超のみ
離職後の健康診断も限定する提案も
福島第一原発緊急作業者の長期健康管理「グランドデザイン」
と「線量に応じた長期健康康管理（案）」の問題点

建部	暹
ヒバク反対キャンペーン

厚生労働省は6月に、東電福島第一原発作業
員の長期健康管理に関する検討会を招集し、こ
れまでに3回の検討会が開催されています。これ
は原子力災害対策本部の「原子力被災者への
対応に関する当面の取組方針」（5月17日）で示さ
れた「緊急作業に従事した全ての作業員の、離
職後を含めて長期的に被ばく線量等を追跡できる
データベースを構築し、長期的な健康管理を行う
こと」を受けたものです。

6月、7月の検討会での議論を踏まえた「東電福
島第一原発作業員の長期健康管理に関するグラ
ンドデザイン」が8月3日に公表されました。
　（http://www.mhlw.go.jp/stf/

houdou/2r9852000001l6qg.html）
以下に「グランドデザイン」の概要を列挙します。

（1）	背景
事故収束に向けた作業が長期化しており、緊

急作業に従事する多くの労働者に、放射線への
被ばくによる今後の中長期的な健康障害の発生リ
スクが高まることが懸念されていることから、これら
の労働者に対して長期的な健康管理を行うことが
必要となっている。
（2）	基本的な方針

緊急作業に従事した労働者が、緊急作業時に
所属していた事業場から離職した後にも、自らの
健康状態を経年的に把握し、必要な健康相談や
保健指導等を受け、適切な健康管理を行うことが
できるよう、データベースは、被ばく線量以外にも健
康状態に関する情報等を登録できるとともに、労
働者本人が照会できる仕組みとする。
また、緊急作業に従事した労働者の長期的な

健康管理を行うためには、緊急作業に従事したこ
とによる健康への不安を抱えていること、被ばく線
量の増加に応じて健康障害の発生リスクが高まる
ことから、労働者が緊急作業時に所属していた事
業場から離職した後にも適切な健康管理ができる
健康相談窓口を設置するとともに、一定の被ばく
線量を超えた労働者に対しては健康診断等を実
施することが適当である。
（3）	データベースに含まれる情報
①	 個人識別情報（ID番号、氏名、所属事業場、
住所等）

②	 緊急作業従事前、従事中及び従事後の被ば
く線量及び従事中の作業内容

③	 健康診断等の情報
④	 健康相談、保健指導等の情報

原発労働者の放射線被ばく対策
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表　福島第一原発の緊急作業従事者数と被曝線量（注1）

月 新規入域者（注2） 100mSv超（注3） 50超～100mSv（注3） 総被曝線量（人・Sv	注4）
東電 協力会社 計 東電 協力会社 計 東電 協力会社 計 東電 協力会社 計

3 1,652 2,119 3,771 84 19 103 274 132 406 51.2 32.0 83.2
4 699 3,868 4,567 0 0 0 0 3 3 	1.5 12.2 13.5
5 381 4,391 4,772 0.7 8.1 8.8
6 261 2,047 2,308 	0.2 	4.3 		4.5
計 2,993 12,425 15,418 53.6 56.6 110.0

注1	免震重要棟滞在時および移動中の被曝は含まれていない
注2	新規入域者は東電の資料の最大人数。
注3	 100mSv超、50超～100mSvの人数は共に、3、4月は内部被曝評価済、5、6月は外部被曝線量のみ
注4	総被曝線量は、3、4月は内部被曝評価済者、5、6月は外部被曝線量のみ
注5	 3、4月の内部被曝評価済データは8月10日東電発表のもの

⑤	 その他健康管理に必要な項目（生活習慣等）
が挙げられ、「このデータベースは、将来、一定

の条件のもとに疫学研究等に情報が活用されるこ
とになる場合も想定して内容を決定しておくことが
望ましい。」とされています。
（4）	健康管理の実施について

「長期的に心身の健康に不安を感じる労働者
がいることから、在職中は所属事業場において健
康管理を実施することを原則とし、離職者を対象
として健康相談窓口を設置する。」とされ、特別に
扱うケースとして、

①「緊急作業終了時点において原子力発電所
における通常の放射線業務への従事による被ば
く線量を超える労働者については、晩発性の健康
障害の発生が懸念されること等から、それらに関
する検査について、法令上の義務に係るものを除
き、定期的に健康診断として実施する。」、②「今
回の緊急作業においては、従来の放射線業務で
は想定していない線量の被ばくをした労働者がお
り、今後長期の潜伏期間を経て、がん等重大な疾
病の発生が懸念されることから、必要な検査につ
いて健康診断等として実施する。」が挙げられて
います。
「健康管理のために必要な健康診断の実施項

目等については、医学的知見の進歩や、検査手
法の変化が想定されることから、適宜見直しを行
う。」とされています。

（5）	健康管理の実施やデータベースの参照に関
しては、
「本人が被ばく線量を含めた健康情報を照会

することが出来ることとする。」、「データベース登
録証等を交付する。」、「主治医や事業者等が本
データを活用する場合には、労働者を通じて提供
する。」、「一定数の窓口を全国に設置する。健
康診断等を実施する機関と緊密に連携できること
が望ましい。」とされています。

8月9日の第3回検討会に提案された「被ばく線
量に応じた長期健康管理について（案）」では、緊
急作業従事者全員を対象に所属事業場における
通常の健康管理を行い、50ｍSv超の従事者には
年1回の「目の検査」を、100ｍSv超の従事者には
加えて年1回の「甲状腺の検査」と「がん検診（胃、
大腸、肺のみ）」を行うとされています。

以上の内容は検討途上にあり不明確な点が多
いのですが、緊急作業従事者の中に被曝線量が
不明または不正確な人がいること、大部分の人が
離職後の国の定期健康診断を受けられず、甲状
腺の検査とがん検診は100ｍSv超の緊急作業従
事者に限定される、などの重大な問題点がありま
す。
①	 個人線量計をもたないで作業したケース、内
部被曝線量が測定できなかったケース、東電の
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公表値に含まれていない免震重要棟滞在時お
よび移動中の被曝等はどのように扱うのか示さ
れていません。

②	 現行の健康管理手帳制度は手帳を交付され
た12業務の従事者に「離職後の制度としての
国の健康管理」を受けられることを保証していま
す。緊急作業従事者に交付される「データベー
ス登録証等」は、この健康管理手帳の役割を包
含するのか明確ではありません。グランドデザイ
ンでは、対象を一定の被ばく線量を超えた労働
者としており、100ｍSv超あるいは50ｍSv超の
労働者に限定していると読み取れます。

③	 事務局の原案では甲状腺の検査やがん検診
を受けられるのは100ｍSv超の人に限られてい
ます。これに対して検討会では数人の委員から
「健康影響の閾値がわかっていないので線量
で区切ることはないのではないか」と異論が出ま
した。疫学研究的にも非合理的な案です。
これまで厚生労働省は専門家を招集して世界

の疫学調査を参考に業務起因性を検討し、白血病
（6件）では最低5.3ｍSvで、多発性骨髄腫、悪性
リンパ腫でも100ｍSv以下（最低65ｍSv及び78.9
ｍSv）で労災認定（4件）してきました。福島事故
の緊急作業に従事した労働者の長期健康管理
が事実上「100ｍSv」で線引きされることを許して
はなりません。住民の徹底した健康管理を求める
ためにも大きな問題です。

東電が発表した福島第一原発の緊急作業従
事者は6月末で1万5418人に達しています。3月、4
月の従事者の内部被曝の評価がまだ未完了で、5
月、6月についてはまだほとんど測定・評価がされて
いません。不完全な被曝データですが、6月末ま
での総被曝線量（集団線量）は110人・シーベルト
に達しています。緊急作業の犠牲はがん・白血病
死だけでも少なくとも11人になることが広島・長崎
の被爆者の調査から推定されます。がん白血病
以外にも様 な々健康影響が生じます。

事故がもたらした危険な現場で緊急作業に従
事した労働者について、国は責任をもって全員の
健康管理と健康補償を生涯にわたり行うべきです。
「離職後も国の健康診断（がん検診等を含む）が

受けられる健康管理手帳」を全員に交付さ
せる取り組みを広めましょう。

被ばく線量に応じた長期健康管理について（案）

2.	 具体的実施事項
（1）	緊急作業における実効線量が50mSvを超え

100mSv以下の者を対象とするもの
ア	 年1回、眼の検査を受診できる機会を設ける。
イ	 眼の検査として、細隙灯（さいげきとう）顕微
鏡による検査を実施する。

（2）	緊急作業における実効線量が100mSvを超
えた者を対象とするもの

ア	 上記（1）に加え、年1回、甲状腺の検査及び
がん検診（胃、大腸、肺）を受診できる機会を設
ける。

イ	 甲状腺の検査として、採血による甲状腺刺激
ホルモン（TSH）、遊離トリョードサイロニン（free	
T3）及び遊離サイロキシン（free	T4）の検査を実
施する。

ウ	 胃がん検診として、胃エックス線透視検査又
は胃内視鏡検査を実施する。

エ	 大腸がん検診として、便潜血検査を実施する。
オ	 肺がん検診として、胸部エックス線検査及び
喀痰細胞診を実施する。

（3）	上記（1）及び（2）に定めるほか、緊急作業従
事者全員を対象とするもの

ア	 所属事業場における通常の健康管理を行う。
イ	 緊急作業従事前、従事中及び従事後の被ば
く線量及び従事中の作業内容について、事業
者から提出を求め、データベースに登録する。

ウ	 健康診断結果については、本入の同意を得
て、データベースに登録する。

エ	 通常の放射線業務とは異なる環境下で緊急
性の高い作業に従事したことによる精神面への
影響に対するケアを含め、離職した者（労働者
ではなくなった者）及び放射線業務を行わない
企業へ転職した者を対象に、健康相談窓口を
設ける。

オ	 その他、健康管理に関する取組等につ
いて、随時案内を行う。

原発労働者の放射線被ばく対策
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曝露への質の基準の適用で推計リスク増大
オランダ健康評議会, Annals	of	Occupational	Hygiene,	Vol.55,	Issue	6

アスベスト疫学における曝露への質の
基準の適用で推計リスク増大

抄録

オランダにおけるアスベストへの環境曝露による
中皮腫死亡は、曝露ガイドラインが十分に厳格で
ないのではないかという議会の関心をよんだ。オ
ランダ健康評議会［Health	Council］はアドバイス
を求められ、その報告書が最近発行された。曝
露推定の質の問題が、それまでのアスベストのメタ
アナリシスよりも系統的に検討された。5つの曝露
情報の質の基準が適用され、基準を満たさなか
いコホート研究は除外された。これは肺がんにつ
いては、曝露と職歴に関する良好な資料の要件
がもっとも大きな影響を与えて、含められたコホート
の数を19から3に減らし、リスク推計を3～6倍高め
た。発肺がん能力におけるアンフィボールとクリソ
タイルの明らかな違いが、質の低い研究によってう
みだされたかもしれないことも示唆された。同様の
パターンが中皮腫についてもみられた。結果的に、
健康評議会は、職業曝露限界を、10,000f/ｍ3（全
種類）から、250f/ｍ3（アンフィボール）、1,300f/ｍ3

（混合繊維）、2,000f/ｍ3（クリソタイル）に引き下げ
ることを提案した。このプロセスは、曝露データの
質の低さがリスクの過小評価につながるであろうこ
とから、疫学における曝露の質の評価の重要性を
示している。

アスベストの健康影響に関する継続した議論

アスベストは、胸膜と腹膜のがん（中皮腫）及び
肺がんの原因となる、よく知られた発がん物質で
ある。アスベストへの歴史的曝露の重大な影響
は、多くの諸国で十分に記録されてきた（（Lin	et	
al.,	2007）。すべての西側諸国で、男性のおける胸
膜中皮腫の発生率は、過去40年間に劇的に増
大してきた。近年、いくつかの国では中皮腫の率
の平準化がみられるものの、ほとんどの国で中皮
腫発生率は今後数年間なお上昇すると予測され
ている（Montanaro	et	al.,	2003;	Burdorf	et	al.,	
2005）。アスベストは、疾病負荷のもっとも高い、もっ
とも可能性の大きい職業リスクである。例えば、オ
ランダはもっとも高い中皮腫関連死亡率を有して
おり、2014年頃がピークと予測され、2000年から
2008年の間に少なくとも13,000の中皮腫死亡とさ
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らに13,000のアスベスト関連肺がん死亡が見込ま
れている（Segura	et	al.,	2003）。イギリスでは、中
皮腫死亡者数は、2016年に2,400の死亡でピーク
に達し、また、2007年から2050年の間に少なくと
も60,000の死亡に寄与するものと予測されている
（Tan	et	al.,	2010）。

アスベストの健康に対する影響は、もっとも文書
化されているもののひとつであり、いまなお論争の
的になっている、労働衛生上のトピックスである。
アスベストの健康影響について何千もの論文を入
手することができるものの、異なる繊維種類間の発
がん性の差及び曝露－反応関係の正確な姿に関
するかなりの議論が続いている（Ogden,	2009）。中
皮腫事例のほとんどすべての原因はアンフィボー
ルであるとある著者が強固に述べ（McDonald,	
2010）、また、別の著者が中皮腫事例はクリソタイル
のみを使用した工場の労働者に発生していること
を示した（Finkelstein	and	Meisenkothen,	2010）
最近の号に示されるように、議論はAnnals	of	
Occupational	Hygiene誌上でもわきたっている。
もうひとつの進行中のアスベスト議論は、職業

曝露限界の由来、及び、一般的に低レベルの環
境曝露によって生じる一般公衆に対するリスクに
関連するものである。ふたつの権威ある曝露－
反応関係に関する疫学研究のメタアナリシスは、
繊維・年あたりで示される過剰リスクで一桁範囲
内の一致を示している（Hodgson	and	Darnton,	
2000;	Berman	and	Crump,	2008a,b）。しかし、推
計リスクにおける小さな差は、メタアナリシスに含め
られた疫学研究では遭遇していない、きわめて低
レベルのアスベスト曝露への外挿に頼る形式的
なリスクアセスメントでは容易に増幅する可能性
がある。イタリアのカサーレ・モンフェラートとバーリ
両市（Magnani	et	al.,	2001）、及び、日本の尼崎市

（Kurumatani	and	Kumagai,	2008）における研
究は、労働状況で一般にみられるよりもかなり低い
レベルの、アスベスト・セメント工場近隣におけるア
スベストへの環境曝露が中皮腫を引き起こす可
能性があることを示した。

オランダにおけるアスベストの新しい議論

オランダでは、アスベスト使用は1993年に禁止さ
れたが、関連する職業曝露がいまなお解体作業
において起こる可能性がある。一般的な職業曝
露限界及び環境基準は、将来において人 を々容
認できないリスクから保護するのに十分であると考
えられた。

2000年前後に、過去にアスベスト・セメントを生産
したある工場のすぐ近くに住んでいた数人の女性
が中皮腫によって死亡した。この工場は1935～
1974年の間に、ダートトラック、庭、車道固めるため
の私的及び公的使用のために、地元住民に無料
で、アスベスト廃棄物（クリソタイル、クロシドライト、
アモサイトの種類のアスベストを含有した飛散性
及び非飛散性製品）を提供した。したがって、こ
の地域の土壌は、飛散性及び非飛散性廃棄物に
よって汚染された（Driece	et	al.,	2010）。オランダ
議会が問題にして、徹底的な調査が行われた結
果、アスベストへの環境曝露が、リスクにさらされた
地域の女性における中皮腫の過剰発生の64％を
占める、14人の女性の胸膜中皮腫による死亡につ
ながったことが示された（Sinninghe	Damste	et	
al.,	2007）。平均累積曝露は、～0.11繊維・年/mlと
推計された。これらの結果は再度議会に、現在の
ガイドラインは一般の人 を々保護するのに十分厳
格なのかという疑問をかきたてた。オランダ健康
評議会は、環境・社会問題雇用省から、アスベスト
への環境及び職業曝露のリスクに関する科学的
証拠を提供するようアドバイスを求められた。

疫学研究の新たなメタアナリシス

健康評議会委員会の完全な報告書が最近発
行された（Gezondheidsraad,	2010）。この報告書
のなかで委員会は、すべての疫学研究がリスク分
析で活用されるのに等しく適当なわけではないとい
う議論の詳細を提示している。より良好な質の研
究が貧弱な質のものよりも、証拠に対してより大き
な寄与すべきであるという、全体的プールド・エフェ
クトに対する研究の質の影響を評価することが、メ
タアナリシスにおける共通の慣行となっている。質
の側面はアスベスト研究に関して以前から言及さ
れてきたとはいうものの、質が系統的に評価された

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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ことはなかった。これは、アスベストへの職業及び
環境曝露のガイドラインにおいて疫学的証拠の重
要性を考えれば、驚くべき発見であった。貧弱な
質の曝露推計は、必然的に曝露の誤分類につな
がり、それゆえ曝露－反応関係の過小評価あるい
は誤った同定につながることから、委員会は、質の
査定について系統的なレビューを実施し、アスベス
トとがんについての平均影響推計に対する様 な々
研究の質の影響を分析することを決定した。

曝露アセスメントの質

リスクアセスメントのための観察された諸研究に
おける曝露情報の質の査定の包括的な枠組みが
最近提案されており（Vlaanderen	et	al.,	2008）、
アスベストに関する疫学研究に適用された。ア
スベストと肺がんに関する科学的側面の詳細な
査定のために、	Lenters	et	al.（2011）の出版物
を参考にした。中皮腫及び肺がん双方に関す
る結果の完全な解釈は、健康評議会の原報告書
（（Gezondheidsraad,	2010）でみることができる。
5つの質の基準が、職業曝露した労働者における
アスベスト関連疾患に関する選抜されたコホート
研究に対して適用された。第1の基準は、利用可
能な測定数、適用された分析手順、曝露区分内
及び区分間の曝露の変化性への洞察に関する
曝露アセスメント戦略に関する叙述的記録の質及
び透明性である。第2の基準は、分析及び測定
技術における時間経過による変化、とりわけ粒子
の繊維数への変換、についての内部または外部
換算係数の使用である。第3の基準は、最高及
び最低の累積曝露区分の平均曝露の比率により
コホート研究の曝露コントラストを評価し、≧50を専
断的に高く、有益なコントラストとみなした。第4の
基準は、曝露測定による、コホートの累積職業歴
の対象範囲に関するものである。選抜された研
究はすべて逆外挿手続を使用し、フォローアップ
期間の少なくとも30％について測定が利用可能な
研究をより良好な質であるとみなした。第5の基準
は、職歴情報が、個々の労働者に曝露を正確に割
り当てるために、経時的に職位または職務の変化
をとらえるのに十分に詳細であることを規定した。

質はリスク推計に大きな影響をもつ

全体で19のコホート研究がアスベストと肺がんの
分析に含められた。各々の基準について、質の高
い研究のプールド・エフェクトは、質の低い研究の
プールド・エフェクトよりも大きかった。曝露データ及
び職歴の対象範囲の質がもっとも重要であり、これ
らの基準を満たさなかった研究を除くと、リスク推
計を3から6倍増大させた。用いた単位は、累積ア
スベスト曝露ユニット（繊維・年/ml）あたりの相対
リスクにおける増加の勾配（KL×100）である。興
味深いことに、これらの差は、アンフィボールとクリソ
タイルの間に観察された差に相当した。有益性の
少ない研究を段階的に除外すると、リスク推計100
×KLは、0.13（19研究）から0.48（3研究）へと増加
した（Lenters	et	al.,	2011）。同様のパターンがア
スベストと中皮腫のメタアナリシスにも観察された。
12研究のメタアナリシスは、アンフィボール、混合繊
維、クリソタイルの間の発がん性における著しい差
を示し、リスク推計KMは各 7々.95、1.08、0.17であっ
た。しかし、曝露情報に関して質のもっとも高い研
究の分析に限定すると、差は著しく減少して、混合
曝露について1.30、クリソタイルについて0.15のリス
ク推計KMだった（Gezondheidsraad,	2010）。

このアプローチは、疫学研究におけるアスベスト
曝露の観察されたリスクの間の不均衡が、ある程
度は曝露情報の質の重大な差によって説明され
るかもしれないことを示している。さらに、肺がんに
ついては、あまりにも多くの研究が曝露アセスメント
に大きな限界を有していることから、クリソタイルと
他の種類のアスベストとの間の発がん性の示唆さ
れた差が、完全に質の問題によっている可能性を
排除することはできない。中皮腫については、質
のもっとも高い研究は実際に労働者がクリソタイル
への優勢的または排他的に曝露したものであるこ
とから、繊維の種類の間の差は、曝露情報の質を
調整すると一層めだたなくなる。

職業及び環境アスベストに関するガイドラインの新
たな提案

オランダ健康評議会によるこの新しいアプローチ
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は、Hodgson	and	Darnton（2000）及び	Berman	
and	Crump（2008a,b）のよく引用されるメタアナ
リシスで報告されたものよりもざっと5～10倍の、
曝露－反応関係の勾配の推計結果をもたらし
た。現行のオランダの職業曝露限界は、位相差
顕微鏡による測定で10,000ｆ/m3（0.01f/mlに相
当）で、すべての種類の繊維に適用されている。
今回の手続においては、リスクアセスメントにつ
いては、ふたつのリスクレベルを決定しなければ
ならず、全原因による250死亡ごとの1過剰死亡
（1/10,000/年）、及び、25,000死亡ごとの1過剰死
亡（1/1,000,000/年）に対応する。これらのリスクレ
ベルは、40年間の職業曝露について計算された。

曝露労働者における1,000,0000人・年あたりの肺
がんまたは中皮腫どちらかによる1過剰死亡の許容
リスクという仮定のもとで、健康評議会は、以下の
職業曝露限界を提案した。アンフィボール	420f/
m3、混合繊維	1,300f/m3、クリソタイル	2,000f/m3

である。新たな提案は現在、オランダ政府によっ
て検討されており、これらの基準の遵守を示すた
めの曝露アセスメント手続がとくに強調されてい
る。新しい提案はまた、アスベスト・セメント工場近
隣における低レベルの環境曝露による中皮腫の発
生も予期されるべきであることを示している。これ
は、汚染地域からのアスベスト廃棄物を取り除くた

アスベスト禁止をめぐる世界の動き

全国労働安全衛生センター連絡会議（略称：全国安全センター）は、
各地の地域安全（労災職業病センター）を母体とした、働く者の安全と
健康のための全国ネットワークとして、1990年5月12日に設立されました。

最新情報満載の月刊誌「安全センター情報」を発行。 安全
センター

情報

「労災職業病なんでも相談専用のフリーダイ
ヤル：0210-631202」は、全国どこからでも無料
で、最寄りの地域センターにつながります。
「情報公開推進局ウエブサイト：http://www.

joshrc.org/~open/」では、ここでしか見られな
い情報を満載しているほか、情報公開の取り組
みのサポートも行っています。

●購読会費（年間購読料）：10,000円（年度単位（4月から翌年3月）、
複数部数割引あり）／
●読者になっていただけそうな個人・団体をご紹介下さい。

めの厳重な方針を支持するものである。

学ぶべき教訓

オランダ健康評議会のアスベストへの環境及び
職業曝露のリスクに関する報告書は、疫学研究に
おける曝露アセスメントの質の徹底的な評価がリ
スクアセスメント手続に組み込まれるべきであること
をはっきりと示している。全体的プールド・リスクに
関する質の影響の量的評価は、アスベスト議論に
典型的であることから、特定の研究を公式のメタア
ナリシスになぜ含めるべきか否かの是非の叙述的
レビューで議論するよりも、よりよいアプローチであ
る。大きなコホート研究に関する伝統的な焦点は、
曝露の誤分類が曝露－反応関係を弱め、またそ
れゆえバイアスのかかったリスク推計をもたらすこ
とから、最良の曝露アセスメント戦略をもった研究
へとシフトされるべきである。疫学研究における貧
弱な曝露アセスメントは、労働者を有害な影響か
ら保護しない職業曝露限界につながるだろう。労
働衛生学者は、職業人口における疫学研究の設
計において、重油な役割を果たすべきであ
る。

※http://annhyg.oxfordjournals.org/
content/55/6/565.full
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240名を超える尼崎石綿公害被害
世界の仲間とともに活動を宣言
クボタ・ショックから6年	尼崎集会

6月25日、尼崎市小田公民館で「クボタ・ショック
から6年－アスベスト被害の救済と根絶をめざす尼
崎集会」が開かれ、約200名が参集した。

この日、これまで毎年、同集会に参加されてきた
尼崎の代表的な患者さんである矢木龍八さんと
早川義一さんの姿はなかった。

矢木さんは昨年8月22日、早川さんは集会開催
3日前の6月22日に亡くなられた。2人ともこの間、精
力的に被害実態の発信と救済・補償の改善に向
けて取り組まれてきた。2人の姿をみて同じ境遇に
ある患者の方々やその家族がどれだけ勇気を与
えられたことだろうか。

この先、尼崎で2人の姿をみることはできないの
はなんとも悲しいことではあるが、これまでに築か
れた多くのメッセージは後世に引き継がれ、被害者
やその家族の救済につながっていくと確信してい
る。

集会の開催にあたって中皮腫・アスベスト疾患・
患者と家族の会の中村会長は「クボタショックか
ら6年が経ち、石綿救済法ができて5年が経ちまし
た。これまで被害者が平等に救済されるよう環境
省、厚労省と交渉してきました。石綿救済法の見
直し作業で昨年、石綿肺とびまん性胸膜肥厚が
追加されましたが、2つの病気は著しい呼吸機能
障害に限定されます。寝たきりの患者さんだけで、

管理区分2とか3に該当するような人は救済されま
せん。すべての被害者を救済すると謳ったことに
反しています。療養費も10万円と、これでは生活
できません。その改善も求めて、環境保健部会の
小委員会では発言してきたましたが、私たちの委
員会での意見は汲み上げられませんでした」と、
未だ救済給付の改善点が多く残っていることを提
起した。

集会には昨年12月に就任した稲村和美市長も
訪れ、尼崎市が抱えるアスベスト問題の認識と課
題に触れ挨拶があった。「みなさんと一緒に取り
組んでいきたい」との言葉があったが、今後の尼
崎市のアスベスト問題における対策がその言葉通
り進んでいくことを期待したい。市長とは集会から
約1か月後に面会する機会があったが、それにつ
いては後述する。

市長の挨拶後、さっそく患者さんやそのご家族
から報告があった。その中に昨年12月から抗が
ん剤治療をしている悪性胸膜中皮腫の女性がい
た。彼女はクボタ旧神崎工場の真横にある市営
住宅に5年間居住していた。7月から新たに抗がん
剤治療を開始すると言っていた。抗がん剤治療
の副作用によって下痢や口内炎の症状が出てい
るそうだ。

別の男性は3年前に悪性中皮腫が発症した。4
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とから医療機関を受診し、石綿肺の診断に至った
とのことだ。なお、鶴谷さんは今年2月に石綿救済
法の認定を受け、6月には環境ばく露の石綿肺患
者としては初めてクボタと救済金制度の支払いに
合意した。

被害の全体像については尼崎労働安全衛生セ
ンターの飯田事務局長から報告があった。当日、
提示された2011年6月25日現在までの救済金制
度利用者の内訳は別表のとおりである。クボタへ
の救済金の請求件数が6月15日現在で214名にの
ぼっていることが明らかにされ、まだまだ被害が拡
大しているとの指摘があった。

尼崎市からの報告として、尼崎市健康福祉局
の鈴井参与から尼崎市以外の自治体でも実施さ
れている環境リスク調査の取り組みに対する報告
があった。平成22年度の尼崎市における環境リ
スク調査では検診の受診者が減少していたが、
今年度は8月まで予約が満杯になっている。検診
の問い合わせも含めてだが、平成22年度には772
件のアスベストに関する相談が寄せられたとのこと
だった。

早稲田大学の村山武彦教授からは、世界的に
はまだまだアスベストの生産が続けられており、ロシ
アや中国、インドなどの今後の経済成長が見込ま
れる国がその主要国であるとの報告があった。

また、インドネシア・ジャワ島のジャカルタに近い
地域には大手のアスベストスレート工場があるが、
そのすぐ隣には300人程の子供が通う学校がある
そうだ。インドネシアの他の地域にも同様に大きな
アスベストセメントの工場があり、この工場から100
メートルのところにも住宅街があるとのことだ。この
工場でも従業員はマスクもしていないという。
さらにインドやベトナムでも、日常にアスベストス

レートなどの製品が販売され、人々の生活の中に
まだまだ多くのアスベストが入り込んでいるという。
村山教授は「代替品もあるが価格の問題から普
及には時間がかかる。アスベスト関係会社のオー
ナーが国会議員であったり、国家権力との関係が
ある」と問題を指摘した。

第1部の休憩前には、矢木龍八さんが亡くなる5
日前に書かれた詩を、平地千鶴子さん（夫は2007

歳まで尼崎に居住していて、幼稚園の同級生にダ
ウンタウンの浜田雅功がいたそうだ。これまで抗
がん剤治療、左肺の全摘出、放射線治療などを
経て、現在は職場復帰をしているとのことであった
が、お連れ合いの他に高校生と中学生のお子さん
がおり、まだ若年のお子さんがおられることを非常
に不安に感じておられた。

この2人の事例は、現行の石綿救済法における
救済給付の欠陥を表面化させるものである。現
行の救済給付は生存患者については医療費の
補助のほか、月々に約10万円の療養費が支給さ
れる。しかし、それだけでは患者と家族の生活を
脅かしている事例が出ていることは本誌の本年4
月号の「原点なきワーキング報告－救済給付改善
は共通意見」でも紹介しているとおりである。

幸いに、クボタやほかの一部の企業は環境曝露
による被害の救済制度を設けているが、同じアス
ベスト被害であっても住んでいた地域などの違い
によって、国の救済給付しか受けられない被害者
が多くいる。

仮に2人に尼崎での居住歴がなく、原因企業が
十分に特定できなかったとすれば悪性中皮腫発
症後の生活が現状の何倍も悲惨なものになってい
ると想像できる。

また、世界的にも非常にまれな事例である環境
曝露による石綿肺を発症し、昨年9月8日に69歳で
死去した鶴谷きよ量さんのお連れ合いの照子さん
からも報告があった。

鶴谷さんは25、6年前の健康診断から肺繊維症
を指摘され、数年前から咳やたんが出はじめたこ

稲村和美尼崎市長

クボタ・ショックから6年 尼崎集会
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アスベスト被害者からの訴え
クボタからの石綿暴露によって7年前に中皮腫を発症し、前田恵子さん、土井雅子さんとともにク

ボタからの見舞金を受け取ったことを明らかにし、クボタショックにつながりました。
私たち中皮腫患者は、ある日突然発症し、夢も希望も奪われ出口の見えない苦しい闘病生活が

始まり、日増しに重くなる病のなか、間に合わないと思いながら、これから発症されるであろう人たち
の礎になれればいいと思って、クボタ問題に取り組んできました。思いもよらぬ早さでクボタと救済協
定を結ぶことができ、石綿新法が制定されました。新法制定を見届けるように前田恵子さんは逝か
れました。そのあとを追うように土井雅子さんも逝かれました。

その後は国も企業も、世の中の人たちまでも、アスベスト問題は解決したものと勘違いをしていま
す。問題は本当に根深いものです。今も被害者は増え続けています。

私たち患者や家族は、この間も前だけを見て歩んできました。突然政権が交代し、新政府内で
石綿問題が大きく取り上げられるようになり、石綿健康被害救済小委員会で石綿対策全国連絡会
議の古谷杉郎事務局長が選ばれ、アスベスト被害者の声がダイレクトに国に届くようになりました。
また、泉南裁判の判決において、一部ではありますが、私たちが求めている国の不作為に対する

画期的な判決が出ました。これからも全面解決に向けて、みなさんとともに前に前に、前だけを見て
進んでいきたいと思います。
クボタ問題も新法も、泉南裁判も、まだまだ現在進行形で進んでいます。これから長い闘いが始

まります。ご支援くださっているみなさん、これからもみなさんのご支援が必要であり、力添えをよろし
くお願いいたします。

2010年6月25日

“クボタ・ショック”から5年		アスベスト被害の救済と根絶をめざす尼崎集会での
早川義一さんの発言

年にクボタが原因と思われる悪性中皮腫で他界）
が作曲し、歌い上げた。平地さんは「矢木さんは
本当に前向きに闘病された。目には見えない心
の世界を大切にされたから詩を残したんだと思う。
二三子さんから詩をあずかって何度も読んだ。泣
きながら読んだ」と作曲にあたっての思いを語っ
た。矢木龍八さんのお連れ合いの二三子さんは、
「曲がついて歌になったらいいなぁと思い平地さ
んにお願いしました。主人の今までの思い、残さ
れた家族、今もこれからも苦しんでいる患者と家族
の心のなかにいつまでも生き続けてくださることを
祈っています」と思いを述べた。

矢木さんが綴った詩は『明日への伝言－アスベ
ストショックからノンアスベスト社会へ－』（アットワー矢木二三子さん（左）と平地千鶴子さん（右）
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2011年アスベスト被害根絶尼崎宣言
2005年6月30日、クボタ旧神崎工場周辺被害者3名は、クボタの石綿による中皮腫発症と、そして

クボタからの見舞金を受け取ったことを明らかにし、アスベスト公害の存在を世に知らせた。そして
これ以降、アスベスト被害追及の声が全国に広がった。

増え続ける周辺被害者と研究者との協力によってクボタ周辺地域における被害の実体も明らかと
なってきた。

中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会尼崎支部はクボタと交渉を進め、2006年4月「救済金」
制度について合意に達し、今日まで240名を超える被害者救済に取り組んでいる。

2006年3月に、石綿健康被害救済法が制定され、2008年6月には、医療費・療養手当の支給さか
のぼりなど一部が改正された。そして、昨年7月に、中皮腫・石綿による肺がんに加えて、著しい呼
吸機能障害を伴う「石綿肺」「びまん性胸膜肥厚」を病名に追加させ、環境公害による石綿肺の
認定を得た。
しかし、本年6月、私たちの切実な要求である労働災害や大気汚染公害との給付水準の格差を

埋めていくことについては、当面現行の水準を変更することは困難という、被害者の現実に目をそむ
けた中央環境審議会答申が出されてしまった。また、2006年3月27日以降死亡事案の時効労災救
済措置が、すでに行われない事態に立ち至っている。
クボタ・ショックから6年、本日の「アスベスト被害の救済と根絶をめざす尼崎集会」では、世界に広

がる石綿被害の現状と泉南など各地の闘い、進まぬ肺がん認定の問題や、また、治療の現水準に
ついて学習し交流を深めた。

私たち集会参加者一同は、すべてのアスベスト被害者と家族の格差・すき間のない、公平公正な
救済実現にむけて決意を新たにし、国と企業によるアスベスト問題の幕引きを許さず、すべてのアス
ベスト被害者と手を結び、広く世界の仲間とともに活動していくことを宣言する。

2011年6月25日

“クボタ・ショック”から6年		アスベスト被害の救済と根絶をめざす尼崎集会参加者一同

クス）の121ページを参照していただきたい。また、
同書には尼崎地域のアスベスト被害と当事者の軌
跡が数多く記載されている。ぜひご一読されたい。
音楽に続いて毎年恒例の壽文寿師匠の落語も披
露された。

休憩を挟んで、各地のアスベスト被害の報告が
された。大阪・泉南からは国家賠償請求訴訟の
原告らが参加し、8月25日の大阪高裁判決に向け
て支援要請をした。

続いて、大阪・河内長野市と岐阜・鳥羽市の報
告が関西労働者安全センターの片岡さんからされ
た。羽島市では2年前から行政や市議会議員、

自治体関係者などで独自の調査委員会が立ち上
げられ、予算も増えた関係で環境省から委託を受
け、実施されている環境リスク調査の受診者数が
倍増したという。河内長野も同様の委員会が立
ち上がっており、尼崎市では受診者が減少したこ
とを踏まえ、調査の質を上げる工夫が必要だと指
摘した。

神奈川県横浜市の鶴見区の実態については
神奈川労災職業病センターの西田さんから報告
があった。鶴見区を対象とした昨年度の環境リス
ク調査では胸膜プラーク有所見者が14名となって
いるが、過去に石綿製品を製造した企業が独自に

クボタ・ショックから6年 尼崎集会
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検診を実施していることから、十分な実態が把握
されていない、と指摘した。また、神戸大学の松
田教授などによるアンケート調査ではその企業か
ら300メートル以内に被害が集中していることがわ
かった、との報告があった。

さらにフランスから来日したベンジャマン博士か
ら、パリ郊外東北に位置するセーヌ・サンドニ県オ
ルネスボアにも尼崎地域と類似した地域があると
の報告があった。1938年から石綿等の粉砕工場
が操業していたが、近隣に住宅地や学校があり、
戦後直後から工場閉鎖まで住民が何度も操業に
対して抗議をしていた。1968年まで年間500トン使
用され、1991年7月に工場は閉鎖したとのことであ
る。

各地の個別訴訟の原告も紹介され、神戸地裁
で肺がんの行政認定裁判を闘っている丸本さん
からは9月には証人尋問が始まること、大阪地裁で
日通とニチアスに賠償を求めている吉崎さんから
は地裁判決の勝訴と9月21日から控訴審が始まる
との報告があった（それぞれ、訴訟の経緯につい
ては『安全センター情報』2008年12月号と2011年
7月号を参照いただきたい）。

中皮腫治療の最新動向に関しては、中皮腫・じ
ん肺・アスベストセンターの名取所長から報告が
あった。現在でも診断から死亡までの平均生存
年数は1年数か月という状況で、あまり変化はして
いないという。ただ、集会直前に亡くなった早川さ
んが緩和ケア病棟に入っていた例をあげ、日本で
も緩和ケアの考えが日本にも浸透してきており、単
なる生存の長さではなく生存の質が問われてくる
だろうと動向の変化があることを指摘した。

また、一定の医学的知見が得られた内服薬が
来年には販売される予定があり、遺伝子治療につ
いても未だ副作用が懸念されているが、来年には
新たな知見が出るかもしれないとの見通しを述べ
た。

4時間以上に及んだ集会であったが、多くの報
告がなされ、多角的な視点からクボタショックを見
つめ直す機会となった。来年は国の被災者への
救済が前進したという報告がされることを期待した
い。

後日、中皮腫・アスベスト疾患・患者と家族の会と
尼崎労働者安全衛生センターが集会のお礼と尼
崎市のアスベスト対策に対しての意見交換の場が
あったので参加させていただいた。

話の中心的なテーマは、尼崎市でこれまでに実
施されてきた疫学（的）調査の評価と、環境省が
計画している症例対照研究への尼崎市の対応に
ついてであった。

当方の主な主張は、これまでの疫学調査（とくに
車谷典男・熊谷信二（2006年）『尼崎市クボタ旧神
崎工場周辺に発生した中皮腫の疫学評価』）を十
分に検討する作業が尼崎市で行われていないこ
と、環境省が予定している症例対照研究も調査
の設計を綿密にしなければ、同省がこれまでに繰
り返してきた原因不明の結論しか出なくなるだろう
と意見を述べた。

稲村市長は、この間の環境省が実施してきた調
査の実態についても同様の認識があり、尼崎市と
しても何ができるか検討してくれるということで前向
きな対応であった。1時間30分以上にわたって丁
寧な意見交換ができたと感じている。症例対照
研究は一般的には疫学調査の中では質の高い調
査であるとされているが、「研究設計」を間違えて
しまえば、お金をかけただけの中身のない調査に
なってしまう。むしろ、中途半端な設計の基に実施
されれば誤った結果を出す危険性もはらんでおり、
これまで被害者団体が積み上げた成果を壊して
しまう可能性もある。

本当に実施されるのであれば、アスベスト疾患
の疫学史に残る調査となる可能性が十分にある
のだからこそ、中途半端な調査設計は絶対に許さ
れるものではない。尼崎市と協働して何ができる
のか、今後も考えていきたい。

その後、環境省とも懇談の機会を持ったが、9月
中には調査を委託する会社の入札に取りかかる
予定であることがわかった。被害者の救済に結び
付くような調査になるよう今後も働きかけをしていか
なければならないし、拙速な調査の実施をぜった
いにさせてはならない。

（澤田慎一郎）
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死亡年
クボタ旧神崎工場周辺住民被害―「救済金」書類提出者（下線＝未払いの19件を含む,	2011.6.15現在）

総数 男性（括弧内は年齢） 女性（括弧内は年齢）
1976
1977
1978 1 1（28）
1979
1980 1 1（41）
1981
1982
1983
1984
1985
1986 1 1（27）
1987 1 1（26）
1988 1 1（61）
1989 3 2（33,	41） 1（41）
1990 1 1（37）
1991 1 1（59）
1992 2 1（73） 1（42）
1993 3 1（58） 2（65,	73）
1994 1 1（68）
1995 7 1（46） 6（49,	54,	58,	66,	70,	72）
1996 5 2（70,	80） 3（63,	63,	69）
1997 8 7（40,	45,	46,	56,	66,	71,	72） 1（80）
1998 4 3（47,	50,	56） 1（51）
1999 6 3（42,	44,	45） 3（56,	60,	67）
2000 8 2（47,	58） 6（43,	51,	71,	73,	83,	87）
2001 9 3（53,	54,	67） 6（41,	52,	64,	64,	69,	76）
2002 9 4（39,	69,	72,	73） 5（56,	73,	77,	80,	88）
2003 6 4（51,	53,	71,	80） 2（55,	59）
2004 20 12（53,	54,	57,	59,	60,	63,	63,	68,	70,	71,	76,	80） 8（48,	53,	60,	69,	71,	73,	77,	81）
2005 16 12（45,	48,	49,	53,	55,	55,	60,	63,	68,	72,	74,	75） 4（57,	66,	77,	78）
2006 22 12（49,	53,	54,	56,	57,	63,	66,	70,	73,	74,	77,	83） 10（58,	63,	66,	67,	67,	73,	74,	75,	78,	92）
2007 18 8（49,	57,	60,	66,	69,	74,	75,	87） 10（53,	54,	59,	62,	65,	70,	74,	74,	77,	86）
2008 24 11（50,	50,	55,	58,	62,	64,	65,	67,	79,	81,	87） 13（56,	59,	60,	60,	61,	64,	64,	72,	73,	74,	78,	80,	82）
2009 12 8（58,	59,	60,	67,	68,	77,	82,	92） 4（50,	57,	59,	60）
2010 19 11（58,	63,	68,	69,	70,	71,	71,	71,	72,	84） 8（55,	57,	58,	69,	70,	72,	78,	89）
2011 5 2（65,	68） 3（70,	76,	83）
合計 214 113 101

療養中 28 15（44,	50,	51,	53,	54,	57,	59,	59,	62,	62,	63,	65,	65,	
67,	72）

13（51,	52,	55,	57,	58,	59,	64,	64,	67,	71,	71,	76,	83,	
84）

クボタ旧神崎工場周辺住民被害
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職場のストレスはイヤ！ゆったり働くためのシンポジウム
大阪●IMCキャンペーン企画「ゆったり働こう」第1回イベント

7月16日、大阪府大阪市東
淀川区西淡路の市民交流セン
ターひがしよどがわで、IMC（い
じめメンタルヘルス労働者支援
センター）のゆったり働くことを訴
えるキャンペーン企画の第1回
イベント・『職場のストレスはイヤ！
ゆったり働くためのシンポジウム』
が開催された。

このキャンペーンはこれまでの
活動や東日本大震災を通して、
時間的だけでなく、精神的にも
ゆったりとした働き方をもう一回
考え直してみようということからス
タートし、今回のシンポジウムの
開催とつながった。

シンポジウムは、IMC代表の
千葉茂さんのあいさつの後、弁
護士の松丸正さん（次頁左上写
真）による「訴訟を通して見える
過重労働の現状－何故ゆったり
と働けないのか－」と題した問題
提起からはじまった。

過労死弁護団全国連絡会議
代表幹事を務める松丸さんの
問題提起は、最初に鉄腕アトム
世代から現在までの技術や生
産力、労働現場を取り巻く時代
背景の移り変わりからはじまり、
次に、自身が取り組んできた過
労死・過労自殺の労災認定を求
める行政訴訟や遺族が企業に
損害賠償及び慰謝料を求める

民事訴訟を基に具体的な事例
を挙げながら、ゆったりと働けな
い現状の説明にうつった。その
中で、松丸さんが例に挙げたの
は、「若者」、「聖域（教師や医
師）」、「ノルマに追われる労働
現場（営業職やトラック・タクシー
の運転手）」の事例。

そして、どうしてそういったこと
が起こるのか、ゆったり働くことを
阻んでいるのは何なのかという
命題に対して、人間らしく働くた
めの最低基準が労働基準法で
あるが、それがまともに守られて
いるのであれば、過労死が生ま
れるはずがなく、企業の中では
労働基準法が非常識なものとし
て扱われており、社会や法の中
での常識が、企業の中に入った
途端、非常識になることが最大
の原因とした上で、「特別条項

（付き36協定）」にフォーカスを
当てた。

本来であれば労働時間を抑
えるための制度が、逆に36協定
が過労死する条件をつくってい
ることを指摘し、一昨年、日本経
団連の会長・副会長の出身企業
16社の36協定を調べてみたが、
16社中13社が、月80時間という
時間外労働を超えた36協定が
あり、日本を代表する企業が過
労死してもおかしくないような体

制をつくっていたとして、このよう
な特別条項（付き36協定）は他
にもたくさんあるが、一番許せな
いことは、労働基準監督署がぬ
けぬけと提出されたそれを受け
取っていることだと、静かな怒り
を込めながら、労働基準監督署
を批判し、この様な状況を変え
るために、特別条項付き36協定
を公表していこうと訴えた。

その他にも、国は、自動車運
転者の労働時間等の改善のた
めの基準（改善基準告示）をつ
くっており、その中でトラックの運
転手は、拘束時間が320時間ま
ではOKとなっているが、一方で
拘束時間が300時間を超えたら
過労死として認定されることを挙
げ、過労死と認定されるラインを
超える拘束時間が改善基準に
なっていることを批判した。

松丸さんは、最後に、メーデー
や週休2日制といった労働者が
時間主権を取り戻していく歴史
を紹介しながら、労働現場の基
軸の周辺から、ゆったり働くため
の運動をしっかりつくり上げて、
労働の現場の機軸を変えていく
ことで、人間らしく働く条件をつく
り上げていけたらとしめくくった。

シンポジウムは、次に、全国過
労死を考える家族の会会長の
寺西笑子さん（次頁右上写真）
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が、遺族としての証言をされた。
寺西さんは、前段として、過

労死・過労自殺が若年層へひ
ろがっていることを指摘したうえ
で、飲食店の店長だったがゆえ
に、「勝手に働いて、勝手に死ん
だ」と会社に言われた、いまは亡
きご主人の過労自殺に対する企
業責任の追及の話からはじまり、
家族の会の過労死等防止基本
法の制定へ向けた活動や過労
死を出した企業の企業名の公
表を求めている様々な活動を訴
えた。

シンポジウムの後半は、コー
ディネーターの千葉さんと、よこは
まシティユニオン書記次長の川
本浩之さん、職場のモラル・ハラ
スメントをなくす会の長尾香織さ
ん、残業代110番等を通して過
労問題に取り組んでいる弁護士
の生越照幸さんの3名のパネリス
トによるパネルディスカッションが
行われた（下写真）。

パネリストの3名は、ゆったり働
く条件をどのようにしたらつくれ
るのか取り組んでいる方たちで
あり、それぞれ弁護士、労働組
合、市民団体としての普段の活
動を通した話があった。

川本さんは、コミュニティ・ユニ
オン（＝個人加盟制の労働組合）
での相談活動を通してみる職場
のハラスメントの実例や労働者
代表に立候補する取り組み等を
述べられたうえで、100人の労働
組合でもこれだけ取り組めること
があるのだから、100万人の労
働組合がやれば、もっと救える人
がいるはずであり、ゆったり働け
る雰囲気をどうやってつくるかが

重要だが、それだけではなく、そ
れを実現させる賃金補償が必
要だと話した。

長尾さんは、職場のモラル・ハ
ラスメントをなくす会の立ち上げ
につながった自身のハラスメント
等をめぐる訴訟を通した体験や
相談を受けていて感じること、ハ
ラスメントをめぐる海外の現状、2
年に1回開催される国際学会等
について述べられたうえで、ハラ
スメントによる社会の損失等をあ
らゆるレベルで周知することや
法的な規制、ちょっとしたことから
自分自身が何かを変えていくこと
が必要であり、そのひとつとして、
国際学会を日本で開催したいと
語った。

生越さんは、精神障害や過労
死・過労自殺に至らせないため

の取り組みとしての未払い残業
代の請求やその事による企業へ
の波及効果について述べられ
たうえで、企業の労働規制の遵
守度を表示する認証制度の導
入を提案する一方で、もしものと
きのための自衛が必要だとした
が、そのことが企業への圧力に
なり得ることもあると話した。

パネルディスカッションの後半
では、会場との多岐にわたる質
疑応答が行われた。
またパネリストの皆さんの最後

の意見をまとめると、様々なネッ
トワークや連帯の中で、個人個
人の幸せを考えていくことが大
切だということもあったが、今回
のシンポジウムの最大の意義は、
「特別条項（付き36協定）」とゆっ
たり働くこととの関係性をあらた
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めて考えさせられたことだったと
思う。

シンポジウム終了後は、懇親

会の席にお邪魔した。
これまでにIMCのシンポジウム

は、関東、関西と開催されたが、

各地の便り

職場のメンタルヘルス、いじめが深刻な問題になっている。企
業の総務や安全衛生関係者はもとより、労働相談を受けている行
政も、弁護士さんも、労働組合も、「最近非常に増えていて問題だ」
「対応が難しい」と口をそろえて言う。研修、セミナーの類はいつ
も満員の状態。

この本には、メンタルヘルスといじめの社会的背景、職場の状況、裁判事例、行政の通達類、関
連書籍の一節に加えて、実際にメンタルヘルスやいじめの相談そのものと、そこからみえてきたことな
どが詳細に記されている。類書との大きな違いは、やはり具体的な相談事例とその経験で得たもの
が惜しげもなく紹介されていることであろう。

著者は「メンタルヘルス・ケア研究会」となっているが、実際には、「いじめメンタルヘルス労働者
支援センター」の代表である千葉茂氏が全て書いたものである。彼が東京管理職ユニオンで経験
したことや、彼が中心になって開催されてきた「研究会」で紹介された本や講師の話、それをもとに
議論されたことなどがまとめられている。

そういう意味では、判例などの事実経過と労働相談の対処方法部分が若干入り乱れており、もう
少し整理してもらうと、もう少しわかりやすかったと思う。それを差し引いても、「相談当事者。関係
者必携の書」（本の帯から）であることは間違いない。	 （川本浩之）

発行 :緑風出版/244頁/1,800円（http://www.ryokufu.com/isbn978-4-8461-1112-0n.html）

「メンタルヘルスの労働相談」
本の紹介●メンタルヘルス・ケア研究会	著

障害者施設職員うつ病認定
埼玉●地域福祉の再編の陰で

Oさん（男性・当時40歳）は知
的障害者が平日の日中通う「小

規模作業所」と呼ばれる心身障
害者地域デイケア施設Aの職員

その席上で、次回は名古屋での
開催の声も聞かれた。

（名古屋労災職業病研究会）

だった。施設は利用者の親によっ
て設立された任意団体A会が、
市から支給される委託料で運営
している。Oさんたち職員は日常
的に支援をしている利用者（クラ
イアント）の家族が運営者（経営
者）、かつ雇用主という関係の下
で働いていた。

2005年10月障害者自立支援
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法が成立し、2006年4月から順
次施行されることになった。法
律施行に伴い、心身障害者地
域デイケア施設は地域活動セン
ターⅢ型へ移行。 今後の運営
上、法人格が必要になったA会
は、市の障害福祉課から既存の
社会福祉法人に加入することを
勧められた。市にはNPO法人
設立等の支援予定はないとのこ
とだった。

2008年年明け、Oさんたち職
員はA会理事長から社会福祉
法人への加入への経過と加入
後に職員の待遇が厳しくなると
通知された。社会福祉法人の
職員給与の説明会でも、市の障
害福祉課から事業統合後の給
与体系が正式に発表され、合併
後の職員給与の大幅減額、将
来の給与昇給も見込めないこと
が明らかになった。Oさんの合併
後の年収は合併前に比して一
気に110万円以上、約24％の減
額。さらに将来的にも、Oさんの
子どもたちが高校進学を迎える
15年後、定年退職を迎える20年
後の年収も、合併前の年収を下
回ったままになるというあまりに残
酷な内容だった。

Oさんは自分の生活や将来の
みならず、一気に大量の退職者
を出しかねない事態に、施設の
サービスの質、市全体の障害者
サービスの質の低下に大きな不
安を感じた。知的障害者への
支援は施設利用者本人、その
家族との信頼関係を結ぶことが
何より大切である。信頼関係を
築くには年単位の時間が必要
だ。一度に大勢の退職者が出

れば、いままで利用者と築いてき
た信頼関係は途切れてしまうし、
その場しのぎの職員数をそろえ
てもまさに一からのスタートとなり
利用者に不安と混乱を招きかね
ない。「サービス方法や技術の
引き継ぎができても、信頼関係を
引継ぐことはできない」と、Oさん
は不眠や食欲不振に悩まされは
じめた。
「意見があるなら書面にして」

と理事長から言われたOさんた
ちは職員の意見書を作成した。
しかし、いざ提出すると理事長か
らは「このようなものを出されても
対応できない」との返答が返って
きた。同僚たちと県議会議員に
面会に出かけたり労働局にも相
談した。「何とか突破口を見つ
けたい」と必死だった。この頃か
らOさんはなにげないことですぐ
涙ぐむようになり、胃部のむかつ
き、痛み、立ち眩みをおこす自分
を自覚しはじめた。

3月半ば「統合後の給与と退
職金規程」は雇用契約締結後
に検討。先に社会福祉法人と
の雇用契約書にサインし提出す
るように」との通知があった。契
約書提出期限までは10日たらず
しかなかった。問題の給与と退
職金規程の検討は雇用契約の
サインの後。でも、その後の検
討でどんな結果が出るか何の保
障もない。

事態を改善するための模索は
続き、同僚がインターネットで見つ
けた労働組合（下町ユニオン）に
みんなで相談に行き、Oさんも加
入を決めた。身体のだるさ、気
分の落ち込みはひどくなる一方

だったが「みんなが頑張ってい
るのだから」と言い出せないまま、
内心「自分はうつ病ではないか
…」と感じていた。

Oさんたちは組合結成及び意
見書等を作成し、合併先の社会
福祉法人の職員たちに「新給与
体制の契約書にサインしないで
ほしい」とビラ配りを行った。折し
もその翌日、福祉法人から統合
を凍結する旨の通達が出て、理
事会は大騒ぎとなる。

組合からの団体交渉申込み
は拒絶され、Oさんは業務中に
理事長から呼び出されることに
なった。「組合を作ったから合併
が凍結となった。どうしてくれる」
と一方的に非難された。Oさん
は、給料の激減で職員が減ると
施設の現状のサービスの質を維
持できなくなると訴えたが「職員
がいなくなることなど問題ではな
い」と言われ、子どもを抱え生活
の不安も訴えたが「あなたの家
族がどうなろうと知ったことではな
い。私たちの家庭がどうなるか
のほうが大事だ」とも言われた。

数日後、全保護者と職員の会
合が開かれ、保護者全体が「職
員が労働組合に入ったことが統
合凍結の原因だ」「組合をやめ
なければA会は解散し親が利用
者をみる。職員が組合をやめる
か、解散か、二つにひとつだ」と
職員を長時間責め立てた。統
合話を壊したのはおまえたちだと
口 に々非難する保護者たちの様
子に、Oさんは決定的なショックを
受けた。自分たちが利用者のた
めに懸命に働いてきたことを知っ
ている保護者が自分たちの気持
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ちや立場を理解してくれるはずと
いう期待は一気に崩れ去った。

翌日Oさんは、初めて心療内
科・精神科を受診し「うつ病」と
診断された。

Oさんは利用者である障害者
を大切に思い仕事をしてきた。
家族を抱える身には十分とは言
えない給与でもやりがいを感じる
仕事だからと続けてきた。せめ
て家族と生活できる最低限の給
与を保持してもらいたい、助けて
ほしい、サービスの低下を防ぎ、
今までのサービスの質を維持し
たいと訴えた。状況を変えたい
と意見書を出しても「どうにも出
来ない」と言われ、時間が刻々
と迫る中、もがいても誰も責任を
持って先の見える答えを出してく
れない…。そんななかでOさんは
うつ病を発症した。Oさんは春日
部署から2011年春、業務上認定
を受けた。うつ発症から三度目
の春が過ぎたときのことだった。

（東京労働安全衛生センター）

Oさんからメッセージ

認定を受けていま思うこと

当初、私は労災を受けるつもり
はありませんでした。長い時間
がかかると聞いていたし、その
頃はうつ病の一番酷い段階から
ようやく抜け出して、生活を立て
直すためにこれからの将来を考
えようとしている時期でした。そ
ういう時期に労災に取組むのは
つらい過去にわざわざ立ち戻り、
出来事を詳しく見つめ直さなけ
ればならないわけで、先に進むこ

とが出来なくなってしまうのでは
ないかと恐れていたからでした。

そんな私が労災に向き合う気
持ちになったのはサポートして下
さった東京労働安全衛生セン
ター、下町ユニオンの深い配慮
を感じたからです。私への負担
を極力減らすためにゆっくりと少
しずつ準備を進めてくれました。
時に私自身がじれったく感じるほ
どのペースでもあったのですが、
後にそれが全くの正解であるこ
とが分かりました。労災を申請
することとは、自分の身に何が起
こったかを労働基準監督署とい
う見ず知らずの第三者に詳しく
伝えて判断を仰ぐことです。自
分の過去を振り返るのは、サポー
トする人がどんなに親身になって
くれても、結局のところ自分です
る以外にないのです。そのこと
を深く理解されていたのだと思
います。

認定を受けた今、労災を通し
て過去を見つめ直したことが全
く影響がなかったと言えば嘘に
なります。監督署での聴取調査
などはとてもつらい時間でした。
けれどもゆっくりと少しずつ整理

していく中で、過去のつらい出
来事を、冷静に、客観的に見つ
められるようになった自分を感じ
られるようになりました。申請前
は早く過去を忘れようとしていた
のですから、大きな変化と言える
でしょう。おかげでうつ病になっ
た一連の出来事を、貴重な経験
として今後の人生に活かしたい
と考えるようになりました。

労災に対して感じることはサ
ポーターを得ないと非常に難し
いということです。労災への詳
しいノウハウやうつ病等の知識
があり、人を深く見つめ相手の
歩調に合わせる力のある人であ
るかが問題となるでしょう。その
点私は非常に幸運でした。うつ
病等に対する労災認定基準の
酷さも感じました。世間に精神
疾患の方が増える中で、その認
定基準は一面的な偏りが強く、う
つ病等を理解しているとはとても
考えられません。今回、過重労
働がないなかで認定された私の
ケースは非常に珍しいと聞きまし
た。この事例が精神疾患に苦
しんでいる人々の少しでも役に
立てられればと考えます。

環境省外郭団体SEのうつ病
東京●心理的負荷強度と発病日の判断

環境省の外郭団体である財
団法人日本産業廃棄物処理振
興センターの職員、Aさんのうつ
病について東京の中央労基署

が、6月8日付で労災認定した。1
月の申請から半年、待ちに待っ
た労災認定だった。

Aさんからメール相談があった
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軽度外傷性脳損傷同時提訴
神奈川・東京●労災基準改正が急務

労災事故のため外傷性脳
損傷（TBI＝Traumatic	Brain	
Injury）となったのに休業補償給
付しないのは違法だとして、国を
相手に、4月27日に、田村智孝（と
もゆき）さん（40歳、よこはまシティ
ユニオン組合員）が横浜地裁に、

舞草（まいくさ）一さん（48歳、友
の会副会長）が東京地裁にそれ
ぞれ提訴し、5月22日にそろって
記者会見を行った。

軽度外傷性脳損傷（MTBI）
とは、軽症という意味ではなく、受
傷時の意識障害が軽度（Mild	

のは1月22日のこと。労災申請し
たものの、財団から、「労災認定
されても初めの休職から3年経
過しているから解雇できる」など
と嫌がらせを受け、弁護士に相
談して訴訟を起こすことも考えな
ければと不安になられていたよう
だった。財団の言う「3年云々」
は、労基法81条の打切り補償の
ことで、全くの誤解であることを
伝えた。おそらく労災申請させ
ないための脅しに使ったのだろ
う。他にも、プライバシーに配慮
しない調査のやり方や人事評価
の差別的扱いなど、連日、相談
メールがきたため、いじめメンタ
ルヘルス労働者支援センターの
協力も得て対応することにした。

調査の結果、財団は、設立時
より、労基法36条の労使協定を
締結しないで職員に残業させて
いたことも発覚。この件は、Aさ
んが労災申請時に労働基準監
督署に申告し、是正勧告され、よ
うやく財団は労使協定を締結す
ることに。そんな中で100時間を
超える残業をさせていたことは、
国の外郭団体としてあるまじき行
為と言えよう。

Aさんは、システムエンジニア
として2005年6月～2006年11月、
国のシステム開発を行っていた。
発注先の仕様ミスや人的トラブ
ルでリリース延期が相次ぐ中、シ
ステム開発班長として体制立て
直しや発注先との折衝、苦情対
応などに追われ、残業が月100時
間以上、時に140時間に及ぶ月も
あり、精神的、肉体的負担は蓄
積していった。上司に作業員の
確保を求めたが、与えられたの

はウィークリーマンション、タクシー
券、夜食だった。帰宅するのは
週1度くらいで、仕事に邁進し、
身体を休めることが一向にできな
かった。「心理的負荷による精
神障害等に係る業務上外の判
断指針」の心理的負荷強度がⅡ
～Ⅲであるのは明らかであった。

問題は、うつ病の発症時期で
あった。「うつ状態、パニック障害」
と正式に診断された日を発症日
とすれば、それ以前6か月間の
残業が前述のとおりなので、おそ
らく労災になる。しかし、監督署
は、しばしば本人や主治医と異
なる判断をして発症日を特定す
る。それによっては、直前の残
業時間がそれほどではない時期
もあり、労災認定されない可能性
もあった。

発症日をいつにするかについ
ては、3人の専門医で構成される
精神障害専門部会の判断に委
ねられている。ところが、その専
門部会は、東京労働局の請求
が多数に上るため、6月まで待た

なければならないと説明された。
実際は5月26日に専門部会で検
討され、労災認定されたが、Aさ
んのような心理的負荷の強度が
明確で、発症日の判断だけが問
題となるようなケースの場合、専
門部会にかける時期を前倒しし
て、もう少し労災認定の時期を
早められたのではないかと思う。
精神障害の労災申請件数が急
増する中、専門部会の回数を増
やすことや困難案件を別途審議
するなど、早期認定に向けた運
用上の工夫が労災行政に求め
られている。

Aさんは現在、双極性障害、
線維筋痛症と診断され、週1度、
外来を受診している。労災認定
を受けて少しホッとしたが、病気
が治るわけでもない。これから自
分自身と家族のために、財団の
責任を問い、賠償問題について
交渉を進め、訴訟も視野に入れ
徹底的に闘っていくと、辛そうな
口調で誓っておられる。

（神奈川労災職業病センター）
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意識喪失時間が30分以内、意
識を失わず精神状態の変化等）
でも、中枢神経系である脳に器
質的損傷が起きるということ。
欧米では1990年代から広まり、
WHO（世界保健機構）が2004
年に診断基準を提唱し、その予
防を呼びかけている。

患者に学び、痛みを研究し、
むち打ち・ねんざと軽視されてき
た労災・交通事故被災者のなか
に、中枢神経系の器質的異常
が潜んでいることをつきとめてき
た、ひらの亀戸ひまわり診療所
の石橋徹医師（都立・国立病院
などを歴任、湖南病院長）は、長
年の経験と国際的知見を結合。
同医師によれば、MTBIの臨床
症状は、てんかんなどの意識障
害、国内では高次脳機能障害と
呼ばれる認知障害、嗅覚（きゅう
かく）・視覚・そしゃく・味覚・聴覚・
えんげ機能などの多発性脳神経
まひ、運動・知覚まひ、小脳症状、
膀胱直腸障害等だが、MTBI
を診断するのに必要な、それら
の臨床症状を視野に入れた神
経学的検査を実施しなければ、
TBIを見逃してしまう。石橋先
生は初診時に2時間かけてしか
るべき検査を行っており、このや
り方は、労災の理論と実際に定
める「正しい原因の究明」にか
なっている。

田村さんの訴状から

代理人は神奈川総合法律事
務所の野村和造弁護士と横浜
法律事務所の金子祐子弁護士。

田村さんは、腕のいい土木建
築職人だった。2004年9月、横浜

市港北区の宅地造成工事に従
事したとき、その作業現場の真
上で談笑していた元請会社の
専務が蹴った土塊が落下し、田
村さんの頭部を直撃。文句を言
おうと数歩あるいた途端、意識を
失い倒れた。

その後、病院に行ったものの、
画像に異常なしとして帰された。
頸椎ねんざと診断されたが、痛
みがひどく、処方される鎮痛剤を
飲みきってしまい、市販の鎮痛剤
を多量に服用。口の中の熱さの
感覚や味覚・嗅覚がなくなる、きき
手の左手がじょうずに使えなくな
る、食べ物をこぼす、物忘れがひ
どい、どもりが生じ、ろれつが回ら
なくなる、物が二重に見える、杖
が必要といった症状が出現した。

生活費とお母さんの入院費を
捻出するため、雇用先の配慮の
もと、就労したが、稼働日数は少
なかった。お母さんも亡くなり、
2006年10月に仕事をやめた。受
傷後の業務負担は、外傷性脳
損傷を悪化させたと考えられる
が、当時正確に診断されなかっ
た。

労災は2005年11月に症状固
定とされ、翌年10月に障害一時
金（12級）の給付。2007年10月
には生活保護に。その後、ユニ
オンに加入し、2009年4月、ひま
わり診療所の石橋医師の診察を
うけ、慶応大学病院リハビリテー
ション科・神経眼科・神経耳科、
安田泌尿器クリニックの裏づけ
検査を踏まえ、外傷性脳損傷と
診断された。

労災事故により当初から外傷
性脳損傷が存在したが、診断が

遅れ、認識されなかっただけで、
あとから発病したわけではない。
しかし、労災が打ち切られ、障
害等級も確定していたので、便
宜上、再発申請を2009年5月に
行った。

類似の事件では、1981年、
労災事故に遭い症状固定後、
1995年に石橋医師に正しく診断
され、再発申請して2008年6月、
東京高裁により中枢神経損傷が
認められた裁判例がある。要は、
事故と器質的異常の間に因果
関係があるなら、労災給付せよと
いう明快な判決である。

田村さんの件では、横浜南労
働基準監督署が3人の局医に意
見を聞いて、因果関係を否定し、
神奈川労災審査官もそれを踏襲
した。2010年8月に労災再審査
請求したが、すでに3か月を経過
しているので提訴に至った次第
である。

舞草さんの訴状から

代理人は、湯川芳朗弁護士と
奥敦士弁護士。

川崎在住の舞草さんは、東京
都道路整備保全公社に派遣さ
れ、テレマーケティング監視業務
をしていた。2004年10月、事業場
の隣りで塗装工事が行われ、そ
のシンナーが事務所内に充満し、
嘔吐や頭痛。電話対応のため
起き上がる際、仮眠のベッドに腰
部を打ちつけ、尻もちをついた。

舞草さんも頸椎ねんざなどの
不十分な診断のまま、2006年2
月に症状固定となり、障害一時金

（8級）が給付された。
新小岩わたなべクリニックから
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紹介され、2007年7月に石橋医
師の診察を受け、やはり裏づけ
検査を経て外傷性脳損傷と診断
されたので、渋谷労基署に労災
再発申請したものの、画像のみ
で判断する脳外科の局医などの
判断で不支給とされた。審査・
再審査とも棄却されたので、提
訴に至った。

友の会では田村さんと舞草さ
んを含め7人が、労災障害等級・
再発申請等について国を相手に
裁判を行っている。国側が画像
偏重で、被災者の器質的な異常

による複雑多彩な症状・生活困
窮を切り捨てているのに対して、
石橋医師による綿密な診断を認
めてもらい、被災者の生活実態
を訴え、救済を勝ち取る必要が
ある。

友の会は、政治への働きか
けや、このような裁判を通じ、
WHOの基準より前に通達された

（2003年）精神・神経系統の障
害等級認定基準の改正も
めざしている。

（軽度外傷性脳損傷友の会事

務局長　斎藤洋太郎）

兄弟の肺がんに異なる判断
兵庫●不支給処分取り消し求め提訴

同じ建築現場で働き同時期に
肺がんを発症された藤田さんの
ご兄弟。石綿肺がんとして神戸
西労働基準監督署に労災申請
を行ったのだが、兄は認定、弟
は不支給という結果だった。不
支給の理由は、石綿小体・石綿
繊維の数が認定基準に達してい
ないということである。

そのため、不支給処分の取り
消しを求め、7月8日に神戸地裁
へ提訴した。石綿繊維数の評
価をめぐっては、全国で初めての
ケースである。

原告の夫・悦郎さんは、約36年
にわたり型枠大工として、ビル・マ
ンション・大型店舗等の建築作業
に従事し、2008年3月に肺がんで
亡くなられた。悦郎さんのお兄

さんも、約40年にわたり型枠大工
として建築作業に従事し、2007
年10月に肺がんで亡くなられた。
二人は、長男が社長である藤田
組の従業員として働き、作業現

場もほぼ同じだった。
二人は同じ病院で肺がんの

治療を受けたのだが、同時期に
肺がんを発症したことに疑問を
抱いた主治医が、石綿との関連
を疑い労災申請を薦めたのだっ
た。そこで、2008年3月、悦郎さ
んとお兄さんのご遺族は、神戸
西労基署に労災申請を行った。
ところが、神戸西労基署は

2009年8月、弟さんの悦郎さんは
不支給、お兄さんについては認
定という違った決定を行った。

石綿による肺がんの認定基準
は、①第1型以上の石綿肺、②
胸膜プラーク＋石綿曝露作業10
年以上、③石綿小体又は石綿
繊維＋石綿曝露作業10年以上、
となっている。厚生労働省の事
務通達では、「作業内容、曝露
形態、石綿の種類…等を勘案
し、総合的に判断する」としてい
るが、実際には石綿小体が5,000
本/g以下の場合はほぼ不支給
とされている（他方で401本や
334本で労災と認定された事例
もある）。今回のお二人の事案に
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新たに2名の被害住民も判明
神奈川●旧朝日石綿住民被害者の会

7月2日、横浜市鶴見区におい
て、旧朝日石綿住民被害者の会
の第5回総会が開催された。

2011年度の活動方針には、中
断されていた㈱エーアンドエー
マテリアル社との補償交渉の再
開が盛り込まれた。これは、昨
年度に横浜市が行った健康リス
ク調査で新たに、同社工場から
300～600m内の住民2人が胸
膜プラークを有することが分かっ

たからだ。これまで同社は、故
高橋忠誠さん（中皮腫で死亡）
の補償交渉において、工場から
500～600m離れていた高橋さん
の居住地や勤務地に胸膜プラー
ク所見者がいないことを理由に、
補償の対象外としてきた。現時
点で、その範囲内に2人も胸膜プ
ラーク所見者がいることから、同
社は補償の対象範囲を拡大す
るべきである。

ついて、神戸西労基署は石綿繊
維の数を問題にしたのである。

認定基準によると、「5μm以
上の石綿繊維が200万本以上。
1μm以上の石綿繊維が500万
本以上認められた場合は、石綿
ばく露作業への従事期間が10
年未満であっても業務上として
取り扱う」とされている。本来は
石綿曝露期間が10年未満の方
を救済するために設けられた本
数基準なのだが、10年曝露が明
らかな被災者にもこの本数が用
いられているため、肺がんの救
済が進まない原因となっている。

石綿小体の本数については、
お兄さんが410本で、弟の悦郎さ
んは918本だった。そのため、さ
らに精査のため石綿繊維の計
測が行われた。その結果は、上
の表のとおりである。お兄さんの
場合、1μmを超える繊維の数が
概ね500万本認められるとして、

弟・悦郎さん 兄
石綿の種類 繊維数 割合 石綿の種類 繊維数 割合
クロシドライト 57万本 41.6％ クロシドライト 232万本 48.8%
アモサイト 3万本 2.1％ アモサイト 12万本 2.5%
クリソタイル 57万本 41.6％ クリソタイル 174万本 36.6%
トレモライト 20万本 14.5％ トレモライト 58万本 12.2%
合計 137万本 合計 475万本

1μmを超える石綿繊維

弟・悦郎さん 兄
石綿の種類 繊維数 割合 石綿の種類 繊維数 割合
クロシドライト 17万本 68.0％ クロシドライト 70万本 50.3%
アモサイト － － アモサイト 12万本 8.6%
クリソタイル 3万本 12.0％ クリソタイル 23万本 16.5%
トレモライト 5万本 20.0％ トレモライト 35万本 25.1%
合計 25万本 合計 140万本

5μmを超える石綿繊維

労災認定された。
お二人の石綿の種類を比べる

と、計測された石綿の種類とそ
の割合はほぼ同じであることが

わかる。このことからも、二人が
同じ作業現場で同じ作業に従事
し、同じ作業環境の下で同じよう
に石綿に曝露したことは明らか
である。
しかし、神戸西労基署は、石

綿繊維の本数のみもって、悦郎
さんの労災申請を不支給とした。

今回の提訴は、石綿肺がんの
認定基準における石綿繊維数
の評価を争う裁判となる。現在、
神戸地裁においては、丸本裁判

（プラークの有無）、英裁判（石綿
小体の本数）、北村裁判（石綿
小体の本数）の3件の石綿肺が
ん裁判が行われており、藤田さ
んは4件目。今後、同一期日で4
つの裁判が進行することとなる。
石綿肺がんの救済に向けて、ぜ
ひご支援をお願いしたい。

（ひょうご労働安全衛生センター）
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総会後、松田毅教授（神戸大）
の講演「旧朝日石綿工場跡周
辺の被害━総合調査研究の結
果について」が行われた。松田
氏は、疫学調査や統計上の数字
は被害状況をリアルに表してい
ないという問題意識に基づき、被
災住民や労働者、医師等へのア
ンケートやインタヴューによる聞き
取り、石綿飛散シュミレーションや
データマッピングを組み合わせた
総合調査の結果を解説された。

参加者からの発言も活発だっ
た。1980年頃から石綿患者を
多数診察している慶宮医院（鶴
見市場）の宮地医師へのインタ
ヴュー報告について、近隣住民
の家族から積極的に同意する
発言があった。また、鶴見川東
岸の被害地域が護岸工事のた
め撤去され、住民が移動し、被
害実態が掴めなくなったこと等が
話題となった。とくに興味深かっ

たのは、会員 Iさんの小学校同
窓生70名を対象にアンケート調
査と追加インタヴューを行った結
果、周辺住民で石綿肺の女性1
人と中皮腫死亡の女性1人が新
たに見つかったことだ。

続いて、シュミレーションについ
て、村山武彦教授（早稲田大）
が、風向きの解析から石綿飛散
は北北東から南南東に広がった
と思われると報告すると、会場か
らは、実感的に南風が多かった
という発言があった。

この松田教授と村山教授によ
る「旧朝日石綿横浜工場跡周
辺の住民のアスベスト被害調査
研究報告」は翌日の日本環境会
議（東京経済大学で開催）でも
報告された。インタヴューや聞き
取り調査を切り口として、疫学調
査とは違った角度から被害の深
層に迫る調査として注目される。

（神奈川労災職業病センー）

石綿被害マンガ・プロジェクト
神戸大・精華学生ら●来年出版をめざす

6月26日、神戸大学で「アスベ
スト被害の深層を問う集い」が
開催された。

来年の出版を目指して、神戸
大学人文学研究科倫理創成プ
ロジェクトと京都精華大学マンガ
研究科による、マンガ共同制作
が進められている。神戸大学か
らは、人間とは・社会とは何かを
問う人文学の観点からアクション

リサーチを行い、必要な資料を
検索して脚本（プロット）を担当さ
れている。また、精華大学は、マ
ンガの設計図に当たるスケッチ
や絵コンテ（ネーム）と原稿の作
成を担当している。マンガは、8
つのテーマで構成されており、学
生からテーマごとにプレゼンテー
ションが行われた。各プレゼンに
答えるかたちで、会場からは活

発な要望や意見・アイデアが出さ
れ、熱意に包まれた集いだった。

このアスベスト被害マンガは、
クボタショック・国賠・震災・歴史な
どの多方面のテーマになってい
る。この問題の真実と真相を今
の社会と後世に伝えたいとの思
いで多くの学生や関係者が出版
をめざして取り組まれている。

全体の構成は、①アスベスト
ショック、②アスベストの説明、③
工場労働者の話、④泉南、⑤震
災、⑥ポリテックス－アスベストの
歴史を年表形式で、日本の動き
と世界の動きを対比しながら、国
外の認識のズレを浮かび上がる
ように表現されるようだ、⑦労災、
⑧アスベストシンポジウムとなって
いる。最終章の「アスベストシン
ポジウム」では、問題の広がりや
今後の展開をキャラクターの神
戸大学生を中心に、各章の登場
人物の記念撮影の場面で気持
ちや生活感、温かさを浮かび上
らせて締めくくられていた。

横浜市鶴見区旧朝日石綿工
場周辺の健康被害に関する研
究調査報告では、日仏二社会の
珪肺・アスベスト疾患─空間マッ
ピングと人文学的研究チームの
松田先生より「環境省の調査は
地域全体の健康リスクを過小評
価しているのではないか。自宅
と工場との直線距離で調査する
ではなく、通勤経路・曝露期間を
考慮すれば、工場のアスベストを
否定できない」。また、「現時点
では、曝露形態の違いで給付の
格差があり、救済制度の格差を
限りなく小さくする必要が
ある」との指摘があった。
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